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はじめに

農業・農村地域は、「国土保全、水源の涵養、自然環境の保全、農村文化の伝承」

などの多面的機能を有しており、その利益を多くの県民が享受しております。

秋田県では、これらの機能を持続的に維持、発揮するため、「多面的機能支払の実

施に関する基本方針」を定め、農村生産活動の継続や、地域住民の相互連携による、

農村環境保全活動の推進を図ることとしており、平成30年度には1,077の活動組織が

取り組んでおります。

この「活動実務必携」は、現在取り組んでいる活動組織、又、これから取り組む活

動組織の皆さんが、手元に置き、役員会や総会等で活用して頂くために秋田県の基本

方針を要約したものです。

　内容は①秋田県の基本方針②関係機関の役割③農地維持活動の要件④資源向上活動

（地域資源の質的向上を図る共同活動）の要件⑤施設の長寿命化のための活動指針を

具体的に解説しております。又、県の統一事項、日々の活動における活動にあたって

の注意事項等を掲載しました。

今回、活動組織、広域活動組織向けの「多面的機能支払交付金の活動の手引き」

も配布しておりますので、併せてご活用ください。
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（様式第２－６号） 

秋田県 

多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針） 

１． 取組の推進に関する基本的考え方 

秋田県では、「秋田県農林水産業・農山漁村振興基本計画【第３期ふるさと秋田農林水産ビジョ

ン】(平成 30 年 3 月策定)」において、農山村地域は食料供給の場のみならず、生産活動を通じて

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、美しい景観の形成、伝統文化の継承等様々な多面的

機能を有していることから、これらを持続的に発揮させるため、農業生産活動の継続や地域住民の

協働による農地・農業用施設の維持・保全活動等を推進することとしている。 

このようなことから、本県では農地・農業用施設の地域資源の保全活動を行う多面的機能支払交

付金を活用し、農業者をはじめ、関係団体、行政、地域住民がそれぞれの役割分担と相互連携・協

働の下に本事業の推進を図ることとする。 

２． 農地維持支払交付金に関する事項 

（１）地域活動指針の策定及び同指針に基づき定める要件の設定 

① 地域活動指針策定における基本的考え方 

多面的機能支払交付金実施要領別記１－２の活動指針を基礎として、地域の実態を踏まえ

た活動指針とする。 

② 地域活動指針に基づき定める要件設定の基本的考え方 

ア．地域資源の基礎的保全活動 

 ａ．点検・計画策定については、活動計画書に位置付けた農用地、施設について毎年度実

施する。 

 ｂ．実践活動については、活動計画書に位置付けた農用地、施設について毎年度実施する。

ただし、下線部の活動は、点検結果に基づいて実施の必要性を判断する。 

 ｃ．研修については、活動期間中に１回以上実施する。 

イ．地域資源の適切な保全管理のための推進活動 

  活動を１以上選択し、毎年度実施するとともに、活動期間中に地域資源保全管理構想を

策定する。 

③ 国が定める活動指針及び活動要件に追加する事項等 

ア．地域資源の基礎的保全活動 

区 分 取組の追加 

活動項目 実践活動 

対象施設等 農用地 

取 組 101．融雪排水促進のための溝きり 

102．融雪剤の散布 

103．野ソ駆除 

104．大雪被害による樹園地等の除排雪作業 

取組内容 101．水田からの融雪水の排水を促進するために溝きりや心土破砕を行

い、表面排水及び地下浸透を促進し、法面等の浸食を抑制して形状確

保を行うこと。 

102．ほ場等での急激な融雪による法面等の浸食を抑制して形状確保す

るために、雪解け時期に農地全面への粉炭や灰等の融雪剤の散布を行
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うこと。 

103．野ネズミによって発生する畦畔等の穴を防止するために、野ネズ

ミを駆除し畦畔等の適切な維持管理を図ること。 

104．樹園地等での大雪による農業用ハウス等の施設の倒壊を防止する

ために、積雪時に除排雪作業を行うこと。 

活動要件 ― 

イ．地域資源の適切な保全管理のための推進活動 

なし 

④ 農地維持支払交付金に関する地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（別紙１） 

秋田県の農地維持支払交付金に関する地域活動指針及び同指針に基づき定める要件は、 

別紙１のとおりとする。 

（２）交付単価 

① 基本的考え方  

秋田県の農地維持支払交付金の交付単価については、多面的機能支払交付金実施要綱 

別紙１第６の２により、国が定める基本単価と同額とする。 

ただし、事業計画に定める実施期間中に、対象農用地の地目を変更する場合、当該対象農

用地に係る農地維持支払交付金の交付単価については、地目の変更があった時点の当該期間

中に限り、変更前の地目の単価を適用するものとする。 

また、要件を満たした場合は、当該活動期間中に限り加算できる交付単価（以下、加算単

価）を設定する。

② 農地維持支払交付金の交付単価 

適用 地目 
農地維持支払交付金の 10

アール当たりの交付単価 
左記のうち国の助成 

新規・継続地区 
田 3,000 円 1,500 円 

畑 2,000 円 1,000 円 

 ③ 農地維持支払交付金の加算単価 

    事業計画に定める活動期間中に、対象組織において新たに小規模集落（農村振興局長が別

に定める基準を満たす集落）が保全管理する区域の農用地を対象農用地とした場合又は事業

計画に定める実施期間終了年度が平成 29 年度であって、平成 30 年度を始期とする新たな事

業計画の認定を受ける対象組織において、新たに小規模集落が保全管理する区域内の農用地

を対象農用地とする場合に、当該活動期間中に限り加算できる交付単価（以下「小規模集落

支援」という）は、次に掲げる表中の①の欄に定めるとおりとする。このうち、国の助成は、 

同表中の②の欄に定めるとおりとする。 

ただし、１小規模集落あたりの交付額は、20 万円（うち国の助成 10 万円）／年を上限と

し、１対象組織あたりの交付額は、40 万円（うち国の助成 20 万円）／年を上限とする。 

適用 地目 
農地維持支払交付金の 10

アール当たりの交付単価 
左記のうち国の助成 

小規模集落支援 
田 1,000 円  500 円 

畑 600 円  300 円 
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（３）交付金の算定の対象とする農用地 

   対象農用地は農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第３条第１号に規定

する農用地であって、同法第８条第２項第１号に規定する農用地区域内に存するものの他、下記

に示す農用地を対象とする。 

① 農地の有する緑地機能、環境機能に着目して適正な保全が図られる生産緑地法に基づく生 

産緑地 

② 地方公共団体との契約、条例等により多面的機能の維持を図る観点から適正な保全が図られ

ている農用地 

③ 水田の洪水貯留機能の向上による洪水被害防止等、多面的機能の発揮を図るための取組を 

農振農用地と一体的に取り組む必要があると認められる農用地 

（４）その他必要な事項 

なし 

３． 資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）に関する事項 

（１） 地域活動指針の策定、同指針に基づき定める要件の設定 

① 地域活動指針策定における基本的考え方 

多面的機能支払交付金実施要領別記１－２の活動指針を基礎として、地域の実態を踏まえ

た活動指針とする。 

② 地域活動指針に基づき定める要件設定の基本的考え方 

ア．施設の軽微な補修 

    ａ．機能診断・計画策定については、活動計画書に位置付けた農用地、施設について毎年

度実施する。 

    ｂ．実践活動については、活動計画書に位置付けた農用地、施設について毎年度実施する。

ただし、実施に当たっては、機能診断結果に基づいて実施の必要性を判断する。 

    ｃ．研修については、活動期間中に１回以上実施する。 

イ．農村環境保全活動 

  テーマを１以上定めた上で、そのテーマに該当する計画策定、啓発・普及及び実践活動

のそれぞれの取組を毎年度１以上実施する。 

ウ．多面的機能の増進を図る活動 

     任意で取組内容を定めた上で、毎年度実施する。 

③ 国が定める活動指針及び活動要件に追加する事項等 

ア．施設の軽微な補修 

区 分 取組の追加 

活動項目 実践活動 

対象施設等 農用地 

取 組 105．暗渠施設の補修 

106．田面排水桝の補修及び設置等 

取組内容 105．水田からの漏水防止を図るため、暗渠施設の補修を行うこと。 

106．田面排水桝の補修及び設置等を行い、排水路溝畔の崩壊防止、農

用地法面の補強等を行うこと。 

活動要件 ― 
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イ．農村環境保全活動 

なし 

ウ．多面的機能の増進を図る活動 

なし 

④ 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（別紙２）   

秋田県の資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）に関する地域活動指

針及び同指針に基づき定める要件は、別紙２のとおりとする。 

（２）交付単価 

① 基本的考え方 

秋田県の資源向上支払交付金(地域資源の質的向上を図る共同活動)の交付単価については、

地域共同による農地・農業用水等の資源の保全管理活動が定着してきたことを踏まえ、継続

地区（共同活動又は資源向上活動（共同活動）を５年間以上実施した地区）と新規地区(旧農

地・水保全管理支払交付金において平成 24 度以降に採択された地区を含む)で交付単価を設

定する。また、新規地区、継続地区に関わらず要件を満たした場合は、当該活動期間中に限

り加算できる交付単価（以下、加算単価）を設定する。単価の設定に当たっては、多面的機

能支払交付金実施要綱別紙２第６の２により、国が定める基本単価、加算単価と同額とする。 

② 資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の交付単価 

適用 地目 

資源向上支払交付金（地域

資源の質的向上を図る共

同活動）の 10 アール当た

りの交付単価 

左記のうち国の助成 

新規地区 
田 2,400 円   1,200 円 

畑 1,440 円      720 円 

継続地区 
田 1,800 円     900 円 

畑 1,080 円     540 円 

   ※多面的機能の増進を図る活動に取り組まない場合には、上記交付単価に５／６を乗じた額

を交付単価とする。 

③ 資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の加算単価 

 ア.多面的機能の増進に向けた活動への支援 

  多面的機能の増進を図る活動に取り組んでいる対象組織が、事業計画に定める活動期間中

に取組数を１以上追加する場合、又は、新たに設立する対象組織及び多面的機能の増進を

図る活動に取り組んでいない活動組織が、事業計画に定める活動期間中に多面的機能の増

進を図る活動に２取組以上取り組む場合に、当該活動期間中に限り加算できる交付単価（以

下「増進に向けた支援」という）は、次に掲げる表中に定めるとおりとする。 

イ.農村協働力の深化に向けた活動への支援 

アの増進に向けた支援を受ける対象組織であって、構成員のうち、農業者以外の者が４割

以上を占め、かつ、当該対象組織の活動に参加する構成員の個人及び団体を構成する者の

合計のうち、８割以上が参加する実践活動を毎年度行う場合に、当該活動期間中に限り加

算できる交付単価（以下「農村協働力支援」という）は、次に掲げる表中に定めるとおり

とする。 
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適用 地目 

資源向上支払交付金（地域

資源の質的向上を図る共

同活動）の 10 アール当た

りの加算単価 

左記のうち国の助成 

ア.多面的機能の増進に向けた活

動への支援 

田 400 円   200 円 

畑 240 円    120 円 

イ.農村協働力の深化に向けた活

動への支援 

田 400 円   200 円 

畑 240 円   120 円 

（３）交付金の算定の対象とする農用地 

   対象農用地は農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第３条第１号に規定

する農用地であって、同法第８条第２項第１号に規定する農用地区域内に存するものの他、下記

に示す農用地を対象とする。 

① 農地の有する緑地機能、環境機能に着目して適正な保全が図られる生産緑地法に基づく生 

産緑地 

② 地方公共団体との契約、条例等により多面的機能の維持を図る観点から適正な保全が図られ

ている農用地 

③ 水田の洪水貯留機能の向上による洪水被害防止等、多面的機能の発揮を図るための取組を 

農振農用地と一体的に取り組む必要があると認められる農用地 

（４）その他必要な事項 

なし 

４． 資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）に関する事項 

（１）地域活動指針に基づき定める対象施設や対象活動等 

① 基本的考え方 

集落が管理する農地周りの水路、農道、ため池を対象施設とし、これらの長寿命化のため

の補修または更新を対象活動とする。 

また、工事１件当たりの費用は、原則として 200 万円未満とする。 

工事 1 件当たり 200 万円以上の工事を実施する場合は、長寿命化整備計画を策定し、秋田

県との協議を経た上で、市町村が認定を行う。 

② 地域の状況に応じて追加する農地に係る施設や対象活動 

なし 

③ 地域活動指針及び同指針に基づく要件（別紙３） 

秋田県の資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）の対象施設・対象活動に関す 

る指針は、別紙３のとおりとする。 

（２）交付金の算定の対象とする農用地 

   対象農用地は農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第３条第１号に規定

する農用地であって、同法第８条第２項第１号に規定する農用地区域内に存するものの他、下記

に示す農用地を対象とする。 

① 農地の有する緑地機能、環境機能に着目して適正な保全が図られる生産緑地法に基づく生 

産緑地 

② 地方公共団体との契約、条例等により多面的機能の維持を図る観点から適正な保全が図られ
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ている農用地 

③ 水田の洪水貯留機能の向上による洪水被害防止等、多面的機能の発揮を図るための取組を 

農振農用地と一体的に取り組む必要があると認められる農用地 

（３）長寿命化整備計画の策定 

長寿命化整備計画書は、以下に示すやむを得ない事情があり、工事 1 件当たり 200 万円以上

の工事を実施する場合は、秋田県との協議を経た上で、その内容が適当と認められる場合、市

町村が認定する。 

①当初活動計画において、工事１件当たりの費用が 200 万円未満であったが、現地の状況に

より、工事途中で 200 万円以上となることが明らかな場合 

②継続組織において、平成 30 年度以前より、交付金を計画的に積み立てて、既に活動計画の

内容を決定済みであるなどの特別な事情がある場合 

 このことについての留意点は以下のとおりとする。 

ア. （３）の①について、実施施設の維持管理上、緊急性が求められると判断される場合

に限るものとする 

イ. （３）の②について、計画的に交付金を積み立ててきたことを証明する書類（総会資

料等）を準備すること 

ウ. （３）の②について、原則として平成 31 年度までとし、令和 2 年度以降は認めない

ものとする 

（４）技術的指導 

   秋田県は、長寿命化整備計画書の策定時に、活動組織及び広域活動組織に対し、以下のとお

り、機能診断結果を踏まえた工法の選定の適否等の助言（技術的指導）を行う。 

①現場条件 

 現場条件に適した工法となっているか。 

②設計条件 

 断面・構造（水利・構造計算等）の検討がなされているか。 

③経済性 

 総合的経済比較か。（維持管理費等も考慮されているか） 

   秋田県は、工事完了時に長寿命化整備計画書に基づいて適正な施工となっているか完成確認

を行うこと。 

   技術的指導における関係団体の役割について、技術的指導を行う上での最終確認者を秋田県

とする。 

しかしながら、活動組織及び広域活動組織が実施する施設の長寿命化のための活動に即応し

た効果的な指導を可能とするため、初動的な指導は、市町村が実施するものとする。その際、

秋田県と市町村は、指導内容を確認し合い、必要に応じて、推進組織の助言を得ながら、技術

的指導を行うものとする。 

（５）その他必要な事項 

   対象地域は、今後５年以内に「ほ場整備関連事業等（施設の補修・更新を伴う）」が予定され

ていない地域とする。 
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５． 広域協定の規模 

 事業計画の対象とする区域が、昭和 25 年２月１日時点の市区町村区域程度、又は事業計画の

対象とする区域内の農用地面積が、200 ヘクタール以上を有するものとする。 

また、組織の広域化・体制強化に対する支援として当該活動期間中に限り交付できる額は、次

に掲げる表中に定めるとおりとする。 

適用 
１組織当たりの交付額 

（年/組織） 

左記のうち国の助成 

（年/組織） 

200ha 以上 1,000ha 未満又は 

特定非営利活動法人 
8 万円 4 万円 

1,000ha 以上 16 万円 8 万円 

６． 地域の推進体制 

（１）基本的な考え方 

本対策を効果的に推進するためには、秋田県、市町村、農業者団体、集落等の緊密な連携に

より実施することが必要であり、地域毎の多様な特性を踏まえ、秋田県、市町村、農業者団体

等から構成する推進組織を設置し、地域の推進体制に位置づけることとする。 

（２）関係団体の役割分担 

  ① 秋田県 

ア．法基本方針の策定 

「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（以下、法という。）」に基づく法基

本方針を策定する。 

イ．第三者機関の設置、運営 

本交付金の実行状況の点検、取組の評価等を行うため、第三者委員会を設置、運営する。 

ウ．要綱基本方針の策定 

多面的機能支払交付金の実施に関する要綱基本方針を策定する。 

エ．推進・指導 

ａ．対象組織の代表者等を対象とした説明会を開催し、多面的機能支払交付金の実施に必要

な事項について周知徹底を図る。 

ｂ．対象組織に対し、適宜指導を行い、事業計画に位置付けられた活動等の適切な実施を図

る。 

ｃ．多面的機能支払交付金の普及・推進を図るため地域の実情に応じた｢手引き｣を作成し、

本交付金による取組の意義等について普及啓発に努める。 

       ｄ．対象組織の事務手続の支援、活動内容を高度化するための技術支援等を行う組織の特定

非営利法人化等に対して支援を行う。 

   オ．交付・申請事務 

     市町村長から提出された申請書等の審査を行い、市町村長に対し、多面的機能支払交付金 

の交付額等の通知、交付金の交付を行う。 

   カ．その他推進事業の実施に必要な事項 

     県、市町村の担当者を対象とした担当者会議や対象組織の代表者等を対象としたフォーラ

ム等の開催を通じて啓発普及に努める。 

② 市町村 

ア．法に基づく促進計画の策定 

  法に基づく促進計画を策定する。 
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イ．事業計画の認定 

対象組織の作成する事業計画を審査し、事業計画を認定する。また、審査を行うにあたり、

対象組織に対し指導を行う。 

ウ．広域協定の認定 

広域活動組織の作成する協定を審査し、広域協定を認定する。また、審査を行うにあたり、

広域活動組織に対し指導を行う。 

エ．確認事務 

毎年度、多面的機能支払交付金の交付対象となる対象組織の活動の実施状況を確認し、県 

知事に報告する。 

オ．推進・指導 

ａ．対象組織の代表者等を対象とした説明会を開催し、多面的機能支払交付金の実施に必要

な事項について周知徹底を図る。 

ｂ．対象組織に対し、適宜指導を行い、事業計画に位置付けられた活動等の適切な実施を図

る。   

ｃ．対象組織の事務手続の支援、活動内容を高度化するための技術支援等を行う組織の特定

非営利法人化等に対して支援を行う。 

カ．交付・申請事務 

     対象組織から提出された申請書等の審査を行い、対象組織の代表者に対し、多面的機能支 

払交付金の交付額等の通知、交付金の交付を行う。 

   キ．その他推進事業の実施に必要な事項 

     対象組織の代表者等を対象としたフォーラム等の開催を通じて啓発普及に努める。 

③ 推進組織 

ア．事業計画の審査、指導 

対象組織の作成する事業計画を審査するとともに、審査を行うにあたり、対象組織に対し

指導を行う。 

イ．広域協定の審査、指導 

広域活動組織の作成する協定を審査するとともに、審査を行うにあたり、広域活動組織に

対し指導を行う。 

ウ．確認事務 

市町村と連携し、多面的機能支払交付金の交付対象となる対象組織の活動の実施状況を確 

認する。 

エ．推進・指導 

ａ．対象組織の代表者等を対象とした説明会を開催し、多面的機能支払交付金の実施に必要

な事項について周知徹底を図る。 

ｂ．対象組織に対し、適宜指導を行い、事業計画に位置付けられた活動等の適切な実施を図

る。 

ｃ．多面的機能支払交付金の普及・推進を図るため地域の実情に応じた｢手引き｣を作成し、

本交付金による取組の意義等について普及啓発に努める。 

  ｄ．対象組織の事務手続の支援、活動内容を高度化するための技術支援等を行う組織の特

定非営利法人化等に対して支援を行う。 

オ．交付・申請事務 

ａ．対象組織から提出された申請書等の審査を行う。 

ｂ．市町村長から県知事に提出された申請書等の審査を行う。 

カ．その他推進事業の実施に必要な事項 

     県、市町村の担当者を対象とした担当者会議や対象組織の代表者等を対象としたフォーラ

ム等の開催を通じて啓発普及に努める。 
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（３）市町村等への推進交付金の交付の方法 

市町村及び推進組織への推進交付金については、国から秋田県に交付を受けた額のうち、各

実施主体の推進事業の実施に必要な経費を秋田県農業農村整備関係補助金及び交付金等交付要

綱に従い、秋田県から各実施主体に交付するものとする。 

（４）その他必要な事項 

なし 

附則 

この要綱基本方針は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

【参考添付資料】 

（参考１）関係団体の役割分担表 

（参考２）実施体制図 
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＜参考１＞

　多面的機能支払交付金

　日本型直接支払推進交付金（うち多面的機能支払交付金に係る推進事業）

１．法基本方針の策定

２．促進計画の策定

３．第三者機関の設置・運営

４．要綱基本方針の策定

５．（１）事業計画の指導、審査

　　（２）事業計画の認定

　　（３）長寿命化整備計画の協議

６．（１）広域協定の指導、審査

　　（２）広域協定の認定

７．（１）実施状況確認

　　（２）実施状況報告

８．推進・指導

（１）活動組織等への説明会

（２）活動に関する指導、助言

（３）推進に関する手引きの作成

（４）活動組織を支援する組織への支援

９．（１）交付申請書等の審査

　　（２）通知、交付

１０．フォーラム等の開催を通じた普及啓発

＜参考２＞

関係団体の役割分担表

事業内容
実施主体

備考
秋田県 関係市町村 推進組織

○ ○  

○

○

○

○

○ ○

○

○

○ ○

○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

実施体制図

○ ○ ○

○ ○

推進組織
(審査・指導・確認 等）

国（東北農政局）

活動組織及び広域活動組織

（農地維持活動及び資源向上活動の実施）

秋田県
(基本方針の策定、交付・申請事務 等）

市町村
(促進計画の策定、交付・申請事務 等）

農
地
維
持
支
払
交
付
金

（
国
）

推
進
交
付
金

推進交付金

支援

申
請
・
報
告

事
業
計
画
認
定

資
源
向
上
支
払
交
付
金

（
国
）

申
請
・
報
告

推
進
交
付
金

申
請
・
報
告

事
業
推
進
・
指
導

農
地
維
持
支
払
交
付
金

（
国
＋
県
）

資
源
向
上
支
払
交
付
金

（
国
＋
県
）

農
地
維
持
支
払
交
付
金

（
国
＋
県
＋
市
町
村
）

資
源
向
上
支
払
交
付
金

（
国
＋
県
＋
市
町
村
）

審査・確認・支援

資料・情報共有

資料・情報共有
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（別紙１）要約版

秋田県 地域活動指針及び同指針に基づく要件
【農地維持支払】

第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件
１ 地域資源の基礎的な保全活動

地域活動指針
活動項目・取組 取組の説明

点 点 １ 点検 活動計画書に位置付けた農用地及び水路等の施設について、遊休農
検 検 活動要件 地の発生状況等の把握、泥の堆積状況等の点検を毎年度実施し、その
・ 状況を記録する。
計 【農用地】
画 ′遊休農地等の発生状況の把握
策 ・ 活動計画書に位置付けたすべての農用地について、遊休農地等の発生状況
定 を把握しその状況を記録すること。

【水路（開水路、パイプライン）】
′施設の点検
・ 活動計画書に位置付けたすべての水路について、泥の堆積状況（ゴミの投
棄状況含む）を確認しその状況を記録すること。
・ 活動計画書に位置付けたすべてのパイプラインについて、ポンプ吸水槽等
の泥の堆積状況（ゴミの投棄状況含む）を確認しその状況を記録すること。

・ かんがい期前に通水試験を実施し、通水状況を把握しその状況を記録すること。
【農道】
′施設の点検
・ 活動計画書に位置付けたすべての農道について、路面の凹凸の状況、側溝
の泥の堆積状況（ゴミの投棄状況含む）を確認しその状況を記録すること。

【ため池（管理道路含む）】
′施設の点検
・ 活動計画書に位置付けたすべてのため池について、泥の堆積状況（ゴミの
投棄状況含む）、管理道路の状況（側溝のゴミの投棄状況含む）を確認しそ
の状況を記録すること。
・ ため池の水抜きを行い、ゲート等のため池附帯施設の点検を行ないその状
況を記録すること。

計 ２ 年度活動計画 活動要件 点検結果を踏まえて、実践活動に関する年度計画を毎年度策定する。
画 の策定
策 ・ 点検結果を踏まえて、実践活動の当該年度の活動計画を策定すること。
定

研 ３ 事務・組織運 活動要件 事務・組織運営等に関する研修について、５年間に１回以上実施す
修 営等に関する る。

研修 ・ 活動の円滑な実施が図られるように、活動に関する事務（書類作成、申請
手続き等）や組織の運営に関する研修を行うこと。

実 活動計画書に位置付けた農用地及び水路等の施設について、遊休農地発生防
践 活動要件 止のための保全管理、畦畔・法面・防風林の草刈り等を毎年度実施する。ただ
活 し、下線部の活動については、点検結果に基づき必要となる取組を実施する。
動 農 ４ 遊休農地発生 ・ 農用地の草刈り等や害虫駆除を適正に行い、耕作可能な状態に農用地を保

用 防止のための 全管理すること。なお、既遊休農地については、活動期間内に遊休農地を解
地 保全管理 消すること。

５ 畦畔・法面・ ′畦畔・農用地法面等の草刈り
防風林の草刈 ・ ほ場内の作業性の確保、病害虫発生低減等のために、活動計画書に位置付
り けた畦畔・農用地法面やその周辺部の草刈り又は除草を行い、農業生産への

障害が生じないようにすること。この際には、草刈り又は除草活動後の草を
適正に処理し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、その場に存置する
場合にあっては、農業生産・生活環境への支障が生じないようにすること。

′防風林の枝払い・下草の草刈り
・ ほ場隣接の防風林やその周辺部の枝払い、草刈り又は除草等の作業により、
適正な管理を行うこと。この際には、枝払いや草刈り又は除草活動後の草等
を適正に処理し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、その場に存置す
る場合にあっては、農業生産・生活環境への支障が生じないようにすること。

６ 鳥獣害防護柵 ′鳥獣害防護柵の適正管理
等の保守管理 ・ 鳥獣被害防止のための防護柵の下草刈りや簡易補修等による適正な管理を

行うこと。
′防風ネットの適正管理
・ 防風ネットの下草刈りや簡易補修等による適正な管理を行うこと。

101 融雪排水促進 ・ 水田からの融雪水の排水を促進するために溝きりや心土破砕を行い、表面
のための溝き 排水及び地下浸透を促進し、法面等の浸食を抑制して形状確保を行うこと。
り

102 融雪剤の散布 ・ ほ場等での急激な融雪による法面等の浸食を抑制して形状確保するため
に、雪解け時期に農地全面への粉炭や灰等の融雪剤の散布を行うこと。

103 野ソ駆除 ・ 野ネズミによって発生する畦畔等の穴を防止するために、野ネズミを駆除
し畦畔等の適切な維持管理を図ること。
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104 大雪被害によ ・ 樹園地等での大雪による農業用ハウス等の施設の倒壊を防止するために、
る樹園地等の 積雪時に除排雪作業を行うこと。
除排雪作業

水 ７ 水路の草刈り ′水路の草刈り
路 ・ 通水機能の維持、病害虫発生低減等のために、活動計画書に位置付けた水（

路やその周辺部の草刈り又は除草を行い、通水機能等に障害が生じないよう
開 にすること。この際には、草刈り又は除草活動後の草を適正に処理し、刈り
水 取った場所に放置しないこと。又は、その場に存置する場合にあっては、農
路 業生産・生活環境への支障が生じないようにすること。
・ ′ポンプ場、調整施設等の草刈り
パ ・ 活動計画書に位置付けたポンプ場、調整施設、営農飲雑用水施設等のパイ
イ プライン附帯施設やその周辺部の草刈り又は除草を行い、農業生産等への障
プ 害が生じないようにすること。この際には、草刈り又は除草活動後の草を適
ラ 正に処理し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、その場に存置する場
イ 合にあっては、農業生産・生活環境への支障が生じないようにすること。
ン ８ 水路の泥上げ ′水路の泥上げ）

・ 活動計画書に位置付けた水路の泥上げを実施し、通水機能に障害が生じな
いようにすること。この際には、泥上げした土砂を適正に処理し、その場所
に放置しないこと。又は、その場に存置する場合にあっては、農業生産・生
活環境への支障が生じないようにすること。

′ポンプ吸水槽等の泥上げ
・ 点検の結果、必要となる場合には、活動計画書に位置付けたポンプ吸水槽
等の泥上げを実施し、施設機能に障害が生じないようにすること。この際に
は、泥上げした土砂を適正に処理し、その場所に放置しないこと。又は、そ
の場に存置する場合にあっては、農業生産・生活環境への支障が生じないよ
うにすること。

９ 水路附帯施設 ′かんがい期前の注油
の保守管理 ・ 活動計画書に位置付けた制水弁等への注油により、施設機能に障害が生じ

ないようにすること。
′ゲート類等の保守管理
・ 腐食等により劣化しやすいゲート、水門、除塵機等の開水路附帯施設の長
寿命化に資するため、非かんがい期の屋内保管・冬期間の防寒対策、塗料や
被覆資材の再塗布、管理運転等のきめ細やかな保全管理を行うこと。

′遮光施設の適正管理
・ アオコによる通水障害やかんがい施設の損傷等を防止するために設置して
いる遮光施設の簡易補修等の対策を行う等適正な管理を行うこと。

農 10 農道の草刈り ・ 活動計画書に位置付けた農道の路肩・法面やその周辺部の草刈り、除草又
道 は枝払いを行い、通行及び農業生産に障害が生じないようにすること。この

際には、草刈り又は除草活動後の草を適正に処理し、刈り取った場所に放置
しないこと。又は、その場に存置する場合にあっては、農業生産・生活環境
への支障が生じないようにすること。

11 農道側溝の泥 ・ 活動計画書に位置付けた農道側溝の泥上げを実施し、通水機能に障害が生
上げ じないようにすること。この際には、泥上げした土砂を適正に処理し、その

場所に放置しないこと。又は、その場に存置する場合にあっては、農業生産
・生活環境への支障が生じないようにすること。

12 路面の維持 ・ 活動計画書に位置付けた農道への砂利の補充を行う等、通行の障害となる
程度の路面の凹凸をなくすようにすること。

た 13 ため池の草刈 ・ 活動計画書に位置付けたため池やその周辺部の草刈り又は除草を行い、た
め り め池の機能等に障害が生じないようにすること。この際には、草刈り又は除
池 草活動後の草を適正に処理し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、そ

の場に存置する場合にあっては、ため池の機能及び農業生産・生活環境への
支障が生じないようにすること。

14 ため池の泥上 ・ 活動計画書に位置付けたため池の泥上げを実施し、ため池の貯水機能に障
げ 害が生じないようにすること。この際には、泥上げした土砂を適正に処理し、

その場所に放置しないこと。又は、その場に存置する場合にあっては、農業
生産・生活環境への支障が生じないようにすること。

15 ため池附帯施 ′かんがい期前の施設の清掃・防塵
設の保守管理 ・ 活動計画書に位置付けたため池の施設について、清掃、除塵等の保守活動

を行い、ため池の貯水及び配水等機能に障害が生じないようにすること。
′管理道路の管理
・ 活動計画書に位置付けたため池の管理道路を補修（草刈り、側溝の泥上げ、
通行の障害となる程度の路面の凹凸の解消等）し、管理道路としての機能に
障害が生じないようにすること。

′遮光施設の適正管理
・ アオコによる通水障害やかんがい施設の損傷を防止するために設置してい
る遮光施設の簡易補修等の対策を行う等適正な管理を行うこと。

′ゲート類の保守管理
・ 腐食等により劣化しやすいゲート類等のため池附帯施設の長寿命化に資す
るため、非かんがい期の屋内保管・冬期間の防寒対策、又は、塗料や被覆資
材の再塗布等のきめ細やかな保全管理を行うこと。
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共 16 異常気象時の ′異常気象後の見回り
通 対応 ・ 洪水、台風、地震、豪雪等の異常気象等が収まった後に、十分に安全を

確認した上で、農用地(畦畔、排水口、法面等）、水路、地上部のパイプライ
ン附帯施設(ポンプ場、調整施設等）、農道、ため池及び附帯施設の見回りを
行い、施設状況を把握すること。

′異常気象後の応急措置
・ 異常気象等後の見回りの結果、農用地に障害が生じるような状況である場
合、水路、農道及びため池に土砂や雑木等がみられたり、施設機能に障害が
生じるような状況である場合、必要に応じて応急措置を行うこと。

２ 地域資源の適切な保全管理のための推進活動 （要領 別記１－４）
〈構造変化に対応した保全管理の目標〉
【中心経営体型】

′ 地域内の中心経営体の育成・確保、農地集積を図り、中心経営体との役割分担や労力補完により保
全管理を図る。
「人・農地プラン」の「今後の地域の中心となる経営体」に相当する経営体である「中心経営体」

との役割分担や労力補完を図る地域等が該当
【集落ぐるみ型】

′ 集落営農組織の構築・充実等を図り、集落を基礎とした農業生産体制の整備と合わせた地域ぐるみ
の保全管理を図る。
多数の小規模農家、兼業農家等が参画する形での集落単位の営農と一体的あるいは連携した取組
を図る地域等が該当

【地域外経営体連携型】
′ 地域外の農業生産法人や認定農業者等への農地集積を図り、地域外の経営体との協力・役割分担に
より保全管理を図る。
地域外の大規模経営体等の入り作者と地域内の農業者等との連携を図る地域等が該当

【集落間・広域連携型】
′ 広域的な農地利用の調整、近隣集落との連携、旧村や水系単位等での連携を図り、集落間の相互の
労力補完や広域的な活動により保全管理を図る。
活力ある周辺集落との連携、複数集落で個々の集落を広域的に支え合う体制の構築を図る地域等が該当

【多様な参画・連携型】
′ 地域住民の参画、地域外の団体や都市住民等との連携を図り、地域外を含め多様な地域資源管理の
担い手の確保により保全管理を図る。
資源向上支払で多様な主体の参画による保全管理を進める地域や、NPO法人、企業等との連携によ
り農業生産の継続を図る地域等が該当

【その他】
′ その他（地域の実情に応じた目標を対象組織が具体的に設定）

〈地域で取り組んでいくべき保全管理の内容〉
′ 農地の利用集積の進展に伴う農用地に係る管理作業
′ 高齢化の進行に伴う高齢農家の農用地に係る管理作業
′ 不在村地主等の遊休農地に係る管理作業
′ 農業者、地域住民等が担う共同利用施設の保全管理
′ その他（地域の実情に応じて対象組織が具体的に設定）
〈取組方向〉
′ 担い手との連携強化、担い手の人材・機材を有効活用した活動の実施
′ 入り作等の近隣の担い手との協力・役割分担に基づく活動の実施
′ 地域住民、土地持ち非農家等を含めた体制づくり、活動の実施
′ 地域住民、新規・定年就農者等、新たな保全管理の担い手の確保
′ 不在村地主との連絡・調整体制の構築、遊休農地等の有効活用
′ 隣接集落との連携による相互の労力補完、広域的な活動の実施
′ その他（地域の実情に応じて対象組織が具体的に設定）

〈推進活動〉
構造変化に対応した保全管理の目標に基づいた以下の活動を行うこと。

活動項目 取組 活動要件
地域資源の適切な保全管 17 農業者（入り作農家、土地持ち非農家を含む）に 該当する取組を選択し、
理のための推進活動 よる検討会の開催 毎年度実施する。

18 農業者に対する意向調査、農業者による現地調査

19 不在村地主との連絡体制の整備、調整、それに必
要な調査
20 地域住民等（集落外の住民・組織等も含む）との
意見交換・ワークショップ・交流会の開催
21 地域住民等に対する意向調査、地域住民等との集
落内調査
22 有識者等による研修会、有識者を交えた検討会の
開催
23 その他（地域の実情に応じて対象組織が具体的に設定)
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（別紙２）要約版

秋田県 地域活動指針及び同指針に基づく要件
【資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）】

第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件
１ 施設の軽微な補修

活動項目・取組 取組の説明
機 機 活動要件 活動計画書に位置付けた農用地及び水路等の施設について、施設の機能診断、
能 能 診断結果の記録管理を毎年度実施する。
診 診 24 農用地の機能 【農用地】
断 断 診断 ′施設の機能診断
・ ・ 活動計画書に位置付けたすべての施設の劣化状況等を早期に発見し、「実
計 践活動」に位置付けた予防保全活動を適期に実施できるように畦畔、農用地
画 法面、鳥獣害防護柵、防風ネット等の状況確認を行うこと。
策 ′診断結果の記録管理
定 ・ 状況確認の結果を経年的に記録管理すること。

25 水路の機能診 【水路（開水路、パイプライン）】
断 ′施設の機能診断

・ 活動計画書に位置付けたすべての施設の劣化状況等を早期に発見し、「実
践活動」に位置付けた予防保全活動を適期に実施できるように施設の状況確
認（はらみの発生状況、目地部分の劣化状況、表面の劣化状況、沈下状況、
側壁背面の侵食状況、藻等の発生状況、調整施設の遮光施設の状況、法面の
侵食の発生状況、破損箇所の把握等）を行うこと。
・ 活動計画書に位置付けたすべての施設の劣化状況等を早期に発見し、「実
践活動」に位置付けた予防保全活動を適期に実施できるように施設の状況確
認（給水栓ボックスの基礎部の状況、破損箇所の把握、調整施設の遮光施設
の状況等）を行うこと。

′診断結果の記録管理
・ 状況確認の結果を経年的に記録管理すること。

26 農道の機能診 【農道】
断 ′施設の機能診断

・ 活動計画書に位置付けたすべての施設の劣化状況等を早期に発見し、「実
践活動」に位置付けた予防保全活動を適期に実施できるように施設の状況確
認（側溝の目地部分の劣化状況、側溝の劣化状況、側溝背面の劣化状況、路
肩・法面の侵食状況、破損箇所の把握等）を行うこと。

′診断結果の記録管理
・ 状況確認の結果を経年的に記録管理すること。

27 ため池の機能 【ため池（管理道路含む）】
診断 ′施設の機能診断

・ 活動計画書に位置付けたすべての施設の劣化状況等を早期に発見し、「実
践活動」に位置付けた予防保全活動を適期に実施できるように施設の状況確
認（遮水シートの劣化状況、目地部分の劣化状況、コンクリート構造物の表
面劣化状況、堤体部の侵食状況、遮光施設の状況、破損箇所の把握等）を行
うこと。

′診断結果の記録管理
・ 状況確認の結果を経年的に記録管理すること。

計 28 年度活動計画 活動要件 機能診断結果を踏まえて、実践活動に関する年度計画を毎年度策定
画 の策定 する。
策 ・ 機能診断結果を踏まえて、実践活動の当該年度の活動計画を策定すること。
定

研 29 機能診断・補 活動要件 機能診断・補修技術等に関する研修について、５年間に１回以上実
修 修技術等に関 施する。

する研修 ′対象組織による自主的な機能診断及び簡単な補修に関する研修
・ 対象組織による自主的な機能診断及び簡単な補修が行えるように、技術研
修の実施等の対象組織の技術向上対策を行うこと。

′老朽化が進む施設の長寿命化のための補修、更新等に関する研修
・ 対象組織による施設の長寿命化を図るための補修、更新等が行えるように、
技術研修の実施等の対象組織の技術向上対策を行うこと。

′農業用水の保全、農地の保全や地域環境の保全に資する新たな施設の設置等
に関する研修
・ 対象組織による農業用水の保全、農地の保全や地域環境の保全に資する新
たな施設の設置等が行えるように、技術研修の実施等の対象組織の技術向上
対策を行うこと。

実 活動要件 活動計画書に位置付けた農用地及び水路等の施設について、農用地の軽微な
践 補修等、必要な取組を毎年度実施する。
活 農 30 農用地の軽微 ①畦畔・農用地法面等
動 用 な補修等 ′畦畔の再構築

地 ・ 形状の劣化、沈下、破損等がみられる畦畔（土、コンクリート問わず）の
幅や高さ等の形状回復等の対策を行うこと。

′農用地法面の初期補修
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・ 降雨による影響等で農用地法面に侵食が発見された場合、補修、補強等の
対策を行うこと。

②施設
′暗渠施設の清掃
・ 暗渠施設への高圧水による清掃等を実施し、機能の回復等の対策を行うこ
と。

′農用地の除れき
・ 生産性の確保による遊休農地発生の防止のために、石れき等の除去を行う
こと。

′鳥獣害防護柵の補修・設置
・ 鳥獣被害防止のための防護柵の補修や設置等を行うこと。
′防風ネットの補修・設置
・ 防風ネットの補修を行うこと。又は新たに防風ネットを設置すること。
′きめ細やかな雑草対策
・ 畦畔又は農用地法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、
「カバープランツ又はハーブの植栽・管理」、「抑草ネット等の設置」、又は、
「薬剤による地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要
に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意す
ることとし、抑草ネット等については、機能診断結果に基づき、必要に応
じた適正な管理を行うこと。

105 暗渠施設の補 ・ 水田からの漏水防止を図るため、暗渠施設の補修を行うこと。
修

106 田面排水桝の ・ 田面排水桝の補修及び設置等を行い、排水路溝畔の崩壊防止、農用地法面
補修及び設置 の補強等を行うこと。
等

水 31 水路の軽微な ①水路
路 補修等 ′水路側壁のはらみ修正（

・ 柵渠等により整備された水路の側壁部にはらみが発見された場合、はらみ
開 修正等の対策を行うこと。
水 ′目地詰め
路 ・ Ｕ字溝等のコンクリート構造物の目地部に劣化が発見された場合、目地部
・ に充填剤を詰める等の対策を行うこと。また、目地部分の草抜きも行うこと。
パ ′表面劣化に対するコーティング等
イ ・ コンクリート構造物等の表面が劣化していた場合、表面部へのコーティン
プ グ剤の塗布等の対策を行うこと。
ラ ′不同沈下に対する早期対応
イ ・ 水路敷きが一部不同沈下していた場合、当該部分の補修等の対策を行うこ
ン と。）

′側壁の裏込材の充填、水路溝畔の補修
・ 柵渠等の水路側壁の背面に土壌侵食による空洞等が発見された場合、当該
部分への裏込め材の充填、水路溝畔を補強する等の対策を行うこと。

′水路に付着した藻等の除去
・ 除塵機の破損や通水障害を解消するため、除塵機や水路内に繁茂した藻や
水生植物を除去する等の対策を行うこと。

′水路法面の初期補修
・ 法面に侵食や漏水が発見された場合、補修・補強等の対策を行うこと。
′破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′きめ細やかな雑草対策
・ 水路法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、芝等の「カ
バープランツの植栽・管理」や「抑草ネット等の設置」、又は、「薬剤による
地上部の除草」を行うこと。
なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、

地域の生態系への影響に留意することとし、抑草ネット等については、機能
診断結果に基づき、必要に応じた適正な管理を行うこと。

′パイプラインの破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′パイプ内の清掃
・ パイプライン及び排泥工等の附帯施設内に堆積した土砂やゴミ等を除去す
るために、高圧水による除去活動等の対策を行うこと。

②附帯施設
′給水栓ボックス基礎部の補強
・ 特に洗掘を受けやすい給水栓ボックス付近の洗掘が判明した場合、補修等
の対策を行うこと。

′破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′給水栓に対する凍結防止対策
・ 特に冬期間を中心とした低温期及び夜間の低温を原因とするパイプ等の破
裂防止のために給水栓ボックスに保温材を投入するなどの保温対策を行うこ
と。
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′空気弁等への腐食防止剤の塗布等
・ 空気弁、バルブ、制御施設等のパイプライン附帯施設の機能を継続的に発
揮させるために、腐食防止剤の塗布、清掃等のきめ細やかな保全管理を行う
こと。

′遮光施設の補修等
・ アオコによる通水障害やかんがい施設の損傷等を防止するために設置して
いる遮光施設の補修や設置を行うこと。

農 32 農道の軽微な ①農道
道 補修等 ′路肩、法面の初期補修

・ 降雨による影響等で路肩・法面に侵食が発見された場合、補修、補強等の
対策を行うこと。

′軌道等の運搬施設の維持補修
・ 軌道等の運搬施設に劣化等による障害が発生している場合、維持、補修等
の対策を行うこと。

′破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修、簡易な補強等の対策を行うこと。
′きめ細やかな雑草対策
・ 路肩又は法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、芝等の
「カバープランツの植栽・管理」や「抑草ネット等の設置」、又は、「薬剤に
よる地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて
有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意することとし、
抑草ネット等については、機能診断結果に基づき、必要に応じた適正な管理
を行うこと。

②附帯施設
′側溝の目地詰め
・ Ｕ字溝などのコンクリート構造物の目地部に劣化が発見された場合、目地
部に充填剤を詰める等の対策を行うこと。また、目地部分の草抜きも行うこ
と。

′側溝の不同沈下への早期対応
・ 側溝が一部不同沈下していた場合、当該部分の補修等の対策を行うこと。
′側溝の裏込材の充填
・ 側溝側壁の背面で土壌侵食による空洞等が発見された場合、当該部分に裏
込め材の充填等の対策を行うこと。

′破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修、簡易な補強等の対策を行うこと。

た 33 ため池の軽微 ①堤体
め な補修等 ′遮水シートの補修
池 ・ 遮水シートに破損がみられた場合、部分的に補修する等の対策を行うこと。

′コンクリート構造物の目地詰め
・ コンクリート構造物の目地部に劣化が発見された場合、目地部に充填剤を
詰める等の対策を行うこと。また、目地部分の草抜きも行うこと。

′コンクリート構造物の表面劣化への対応
・ コンクリート構造物等の表面に劣化が発見された場合、表面部にコーティ
ング剤を塗布する等の対策を行うこと。

′堤体侵食の早期補修
・ 堤体の表面に侵食がみられた場合、補修等の対策を行うこと。
′破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′きめ細やかな雑草対策
・ ため池法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、芝等の「カ
バープランツの植栽・管理」や「抑草ネット等の設置」、又は、「薬剤による
地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識
者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意することとし、抑
草ネット等については、機能診断結果に基づき、必要に応じた適正な管理を
行うこと。

②附帯施設
′破損施設の補修
・ 破損箇所や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′遮光施設の補修等
・ アオコによる通水障害やかんがい施設の損傷等を防止するために設置して
いる遮光施設の補修や設置を行うこと。

２ 農村環境保全活動
活動項目・取組

テーマ 取組 取組の説明
計 活動要件 選択したテーマについて、基本方針、保全方法、活動内容等を示した計画を毎年度策定す
画 る。
策 生態系保 34 生物多様性保全計 ・ 地域における生物多様性保全に向けて、基本方針、保全する生
定 全 画の策定 物、保全方法、活動内容等を示した計画を策定すること。
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水質保全 35 水質保全計画、農 ′水質保全計画の策定
地保全計画の策定 ・ 地域における水質保全に向けて、基本方針、保全方法、活動内

容等を示した計画を策定すること。
′農地の保全に係る計画の策定
・ 地域における農地からの濁水や土砂流出の防止に向けて、基本
方針、活動内容等を示した計画を策定すること。

景観形成 36 景観形成計画・生 ・ 地域における景観形成・生活環境保全に向けて、基本方針、目
・生活環 活環境保全計画の 標達成方法、活動内容等を示した計画を策定すること。
境保全 策定
水田貯留 37 水田貯留機能増進 ′水田貯留機能増進に係る地域計画の策定
機能増進 計画、地下かん養 ・ 地域における水田等を利用した水田貯留機能増進に向けて、基
・地下水 活動計画の策定 本方針、活動内容等を示した計画を策定すること。
かん養 ′地下水かん養に係る地域計画の策定

・ 地域における水田等を利用した地下水かん養に向けて、基本方
針、活動内容等を示した計画を策定すること。

資源循環 38 資源循環計画の策 ・ 地域における資源循環のために、基本方針、循環する資源、循
定 環方法、活動内容等を示した計画を策定すること。

実 生態系保 活動要件 選択したテーマに基づき、生態系保全を図るため、生物の生息状
践 全 況の把握等の取組を毎年度１つ以上実施する。
活 39 生物の生息状況の ・ 地域における生物多様性保全を推進するために、保全する生物
動 把握 を中心とした生物等の調査を行うこと。地域に生息・生育する生

物、又は保全する生物の分布図を、地域情報が把握できる地形図
を活用して作成すること。
・ 地域において保全する生物の動向を把握するために、モニタリ
ング調査を行うとともに、その記録管理を行うこと。

40 外来種の駆除 ・ 地域における生物多様性保全のため、外来の魚類等の生物を駆
除する活動を行うこと。

41 その他（生態系保 ′生物多様性保全に配慮した施設の適正管理
全） ・ 地域において保全する生物（主に魚類）の生息環境を創出する

ワンドの設置、石積み・多孔コンクリートによる護岸等を行った
水路や多自然型に復元した水路等について、ゴミの除去等により
適正な維持管理を行うこと。又は、新たに魚巣ブロック等を設置
し、適正な維持管理を行うこと。
・ 地域における魚類の生息環境を改善する魚道や段差解消等を行
った水路等について、ゴミの除去等により適正な維持管理を行う
こと。又は、新たに魚道等を設置し、適正な維持管理を行うこと。
・ 地域における魚類等の生息環境を改善するために、水路への堰
板の設置等を通じて、流速、水深の管理を行うこと。又は、保全
池等の水位管理を行うこと。
・ 動物等の生息環境改善のために、植栽等によって確保した連続
性のある緑地帯や動物等が道路や水路を横断しやすくするような
施設について、適正な維持管理を行うこと。又は、新たに道路や
水路を横断しやすくするような施設を設置し、適正な維持管理を
行うこと。

′水田を活用した生息環境の提供
・ 遊休農地等をビオトープとして位置付けるとともに、畦畔の維
持や水管理等による適正な維持管理を行うこと。
・ 鳥類の餌場、ねぐらの確保又は両生類や昆虫類の産卵等のため
に、作物の収穫後の水田を湛水状態にする活動を行うこと。
・ 渡り鳥への保護活動として、遊休農地等を利用して鳥の餌とな
る植物の栽培等を行うこと。
・ 魚類、両生類等の生息場、待避場を確保するため、ほ場内に小
水路等を設置し、適正な維持管理を行うこと。

′生物の生活史を考慮した適正管理
・ 地域において保全する生物の生息環境を維持保全するために、
当該生物の生活史に配慮した草刈りを行うこと。なお、その際は
水路等内の刈草等とともに捕獲された生物を水路等に戻すこと。
・ 地域において保全する生物の生息環境を維持保全するために、
当該生物の生活史に配慮した水路の泥上げを行うこと。なお、そ
の際は土砂とともにすくい上げられた生物を水路等に戻すこと。
・ 地域において保全する生物の生息環境を維持保全するために、
農用地から林地等までを移動範囲とする生物のネットワークを考
慮して、農用地・林地等の適正な維持管理を行うこと。

′放流・植栽を通じた在来生物の育成
・ 生物多様性保全の観点から、地域内に以前から生息していたが、
近年減少していると感じられる生物について、放流・植栽したり、
生息環境を継続的に確保するための適正な維持管理を行うこと。
・ 水路法面や畦畔等に植栽する場合、通常地域内に生息しない植
物を植栽するのではなく、通常地域内に生息する在来植物を植栽
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するとともに、定期的な草刈り等による適正な維持管理を行うこ
と。
・ 基礎活動としてため池の水抜きを行った後、外来種以外の魚類
等の生息が確認された場合に、元のため池に戻すか、連続性のあ
る同一水系のため池や河川等に移植すること。
・ デコイ（鳥の模型）や遮光壁の設置・管理や鳴き声を発生させ
る等の、鳥類の呼び寄せに寄与する活動を行うこと。
・ 鳥類の生息環境の改善のために、巣箱を設置・管理すること。
′希少種の監視
・ 地域における生物多様性保全のために、水路、ため池等に希少
種が生息・生育する場合、乱獲等を防ぐための定期的な監視を行
うこと。

水質保全 活動要件 選択したテーマに基づき、水質保全を図るため、水質モニタリン
グの実施・記録管理等の取組を毎年度１つ以上実施する。

42 水質モニタリング ・ 水質の動向を把握するために、水質モニタリング調査を行うと
の実施・記録管理 ともに、その記録管理を行うこと。

43 畑からの土砂流出 ′排水路沿いの林地帯等の適正管理
対策 ・ 水質保全に向けて、畑からの濁水等の流出抑制を図るために排

水路沿いに設置した林地帯等について、下草刈り等による適正な
維持管理を行うこと。又は、新たに林地帯等の設置を行い、適正
な維持管理を行うこと。

′沈砂池の適正管理
・ 水質保全に向けて、土砂堆積機能の効果的発揮や浮遊物の流出
防止を図るため、沈砂池や土砂溜桝の泥上げやその施設への植栽
を行い、適正な管理を行うこと。又は、新たに沈砂池の設置を行
い、適正な維持管理を行うこと。

′土壌流出防止のためのグリーンベルト等の適正管理
・ 水質保全に向けて、農用地からの土壌流出を抑制するために設
置したグリーンベルト（緑地帯）等（畦畔、木柵等含む）につい
て、適正な維持管理を行うこと。又は、新たにグリーンベルト（緑
地帯）等（畦畔、木柵等含む）を設置し、適正な維持管理を行う
こと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識者の指導・
助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意すること。
・ 水質保全に向けて、作物収穫後に通常裸地期間となる場合、土
壌流出を抑制するために営農目的以外で流出防止対策（マルチ、
敷きわら、植物の植栽等）を行い、適正な維持管理を行うこと。

44 その他（水質保全） ′水質保全を考慮した施設の適正管理
・ 水質保全のために、排水路やため池内に植栽したヨシ等の植物
について、適正な時期に刈り取りを行い、排水路やため池外に搬
出し処分する等の適正な維持管理を行うこと。又は、新たにヨシ
等を植栽し、適正な維持管理を行うこと。なお、植栽等にあたっ
ては、必要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態
系への影響に留意すること。
・ 水質保全のために、排水路やため池内に設置した木炭等の接触
材を利用した浄化施設等の水質改善施設について、接触材を定期
的に更新する等の適正な維持管理を行うこと。又は、新たに水質
改善施設を設置し、適正な維持管理を行うこと。
・ 水質保全のために、排水路に設置した浄化池について、泥上げ、
清掃等の適正な維持管理を行うこと。又は、新たに浄化池を設置
して適正な維持管理を行うこと。

′水田からの排水（濁水）管理
・ 水田からの濁水流出防止を図るために、濁水がほ場内に滞留し
て浮遊（懸濁）物質の沈殿が図られるように、排水止水板を設置
し、その適正な維持管理を行うこと。

′循環かんがいの実施
・ 地域内外の水質を保全するため、地域内での循環かんがいを実
施すること。

′非かんがい期における通水
・ 水質改善や悪臭発生防止のために、非かんがい期においてもゲ
ート等の適正な管理等によって水路に通水すること。

′管理作業の省力化による水資源の保全
・ 管理作業を省力化し、水資源の逼迫や下流閉鎖水域の水質悪化
を改善するため、末端ゲート・バルブ又は給水栓・取水口の自動
化等を行うこと。

景観形成 活動要件 選択したテーマに基づき、景観形成・生活環境保全を図るため、
・生活環 植栽等の景観形成活動等の取組を毎年度１つ以上実施する。
境保全 45 植栽等の景観形成 ′景観形成のための施設への植栽等

活動 ・ 農用地（畦畔、防風林含む）、水路、ため池、農道（路肩含む）
を活用して景観を良くするために、花壇、植生土のうの設置や
景観植物の植栽を行うとともに、ゴミの除去等による適正な維持
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管理を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識
者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意するこ
と。
・ 景観形成のために、水路等に水生植物（花き等）を植栽すると
ともに、補植等による適正な維持管理を行うこと。なお、植栽等
にあたっては、必要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地
域の生態系への影響に留意すること。
・ 景観形成のために、農道の歩道部分を木材チップで覆う等の活
動を行うこと。

′農用地等を活用した景観形成活動
【農用地等を活用した景観形成活動】
・ 農用地等の資源が活用されて形成される良好な景観を維持、改
善するため、農用地周辺の屋敷林の適正管理、廃屋（使用されな
くなった農具小屋等）の撤去又は周辺景観に配慮した利活用、複
数の施設の壁の同系色化等の活動を実施し、景観形成を図ること。

【農用地等を活用した景観に配慮した作付け】
・ 農用地への作物の作付け及び輪作を行う際に、農用地への景観
作物の作付けや景観に配慮した輪作を行うこと。
・ 農村の景観を良好にするために、遊休農地等に景観植物等の植
栽を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識者
の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意すること。

46 施設等の定期的な ・ 地域内の景観保全及び生活環境保全のために、ゴミの不法投棄
巡回点検・清掃 防止のための巡回点検を行うこと。

・ 地域内の景観保全及び生活環境保全のために、農用地、開水路、
パイプライン附帯施設、ため池、農道等の施設周辺のゴミを定期
的に除去すること。
・ 地域の重要な通行の場となっている農道の除雪を行うこと。
・ 畦畔法面の管理作業を省力化し、管理の粗放化による病虫害の
増加、景観の悪化等を防止するため、法面への小段（犬走り）の
設置を行うこと。

47 その他（景観形成 ′農業用水の地域用水としての利用・管理
・生活環境保全） ・ 農業用水を生活用水として利用するとともに、適正な利用が可

能となるように利用区間の水路底やその周辺部の清掃及び適正な
維持管理を行うこと。
・ 農業用水を防火用水として利用するとともに、適正な利用が可
能となるように防火水槽の定期的な清掃、防火訓練への協力、水
位確保のための堰板管理等を行うこと。
・ 農業用水を消流雪用に利用するとともに、その適正な利用が可
能となるように降雪期前の点検、補修、及びその他期間にも適正
な維持管理を行うこと。
・ 集落内にある水路を親水空間として利活用し、定期的な清掃等
により、適正な維持管理を行うこと。
・ 農村の水辺空間の景観形成を図るため、非かんがい期において
も、ため池に貯水すること。

′伝統的施設や農法の保全・実施
・ はさ掛け等の伝統農法の実践を通じて農村特有の景観形成を図
ること。
・ 地域に賦存する歴史的な価値のある農業施設の保全を行うこ
と。
・ 景観形成のために、機械作業が不可能な棚田等の石垣法面の草
刈りや補修等を適正に行うこと。

′農用地からの風塵の防止活動
・ 農用地周辺に立地する住宅等に対して、農用地からの風塵によ
る影響を小さくするため、主として営農目的以外で農用地への植
物の植栽を行い、適正な維持管理を行う等の取組を行うこと。又
は、風塵防止のための並木を整備し、枝打ち等により適正な維持
管理を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識
者の指導 ・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意する
こと。

水田貯留 選択したテーマに基づき、水田貯留機能増進・地下水かん養を図
機能増進 活動要件 るため、水田の貯留機能向上活動等の取組を毎年度１つ以上実施す
・地下水 る。
かん養 48 水田の貯留機能向 ・ 大雨時の水田からの排水を調節するため、水田の落水口に排水

上活動 調整板の設置等を行うこと。
・ 大雨時の水田での貯留効果を向上させるため、畦畔の嵩上げ等
を行うこと。
・ 大雨時に、水田への湛水による一時貯留やため池の空容量を活
用し、貯留機能を向上させるため、ゲート等の操作や排水ポンプ
の稼働を行うこと。
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49 水田の地下水かん ′水田の地下水かん養機能向上活動
養機能向上活動、 ・ 水田の持つ地下水かん養機能を発揮させるため、かんがい・防
水源かん養林の保 除等の営農以外の目的で水田への水張りを行うこと。又は、新た
全 にポンプを設置し、計画に基づいた水田への湛水を行うこと。

・ 水田の持つ地下水かん養機能を効果的に発揮させるため、収穫
後に耕起を行うこと。

′水源かん養林の保全
・ 地下水かん養の便益を受ける地域が上流域の地域と連携を取り
ながら、水源かん養林を対象にした保全活動を行うこと。

資源循環 活動要件 選択したテーマに基づき、資源循環を図るため、地域資源の活用
・資源循環活動を毎年度実施する。

50 地域資源の活用・ 【有機性物質のたい肥化】
資源循環活動 ・ 資源の循環を推進するために、家庭からの生ゴミ等を収集し、

たい肥化を図ること。
・ 資源の循環を推進するために、農業集落排水施設から発生する
汚泥を収集し、たい肥化を図ること。

【間伐材等を利用した防護柵等の適正管理】
・ 地域及び周辺で産出される間伐材を利用して設置した防護柵に
ついて、破損があった場合などには早急な対応を行うなど、適正
な維持管理を行うこと。又は、新たに間伐材を利用した防護柵を
設置し、維持管理すること。

【農業用水の反復利用】
・ 地域において農業用水を有効活用するために、農業用水を反復
して循環的な利用を行うこと。又は、新たに排水の再利用が可能
となるポンプを設置し、計画に基づいた通水を行うこと。

【小水力発電施設の適正管理】
・ 地域内にある水路に設置した小水力発電施設について、継続的
に発電が可能となるような適正な維持管理を行うこと。又は、新
たに発電施設を設置し、維持管理すること。又は、小水力発電の
導入に向けた実験活動を行うこと。

啓 活動要件 選択したテーマに基づき、地域住民等の理解を深めるための啓発
発 ・普及活動を毎年度実施する。
・ 51 啓発・普及活動 ①広報活動（パンフレット等の作成・頒布、看板設置等）、啓発活動
普 （有識者の指導、勉強会等）に関する取組内容
及 ′広報活動

・ 農村環境保全活動に対する地域住民等の理解を深めるために、
パンフレット、機関誌等の作成・頒布、看板の設置、インターネ
ットのホームページの開設・更新等の活動を行うこと。
・ 外来種の侵入防止や駆除に対する理解を醸成する取組を行うこ
と。

′啓発活動
・ 地域の農村環境保全のために、農村環境の各テーマに詳しい専
門家の意見を伺う等、有識者の指導・助言を得ること。
・ 地域で保全する生物の種類を検討するためや、地域の水質保全
計画・景観形成計画等を策定するため等に、集落等での寄合等の
場を活用した勉強会等を行うこと。

②地域住民との交流活動、学校教育、行政機関等との連携に関する
取組内容
′地域住民等との交流活動
・ 活動を契機として、農村環境保全活動に対する地域住民等の関
心を高めるために、地域住民等との交流活動を行うこと。
・ 地域における生物多様性保全、景観形成等への認識を高めるた
めに、地域内の水路等でみられる生物を対象とした観察会や地域
の農村環境を再点検するためのウォーキング等を行うこと。
・ 生物多様性保全への意識向上のために設置した植物等の観察路
や鳥の観察台について、定期的なゴミ除去等による適正な維持管
理を行うこと。又は、新たに観察路等を設置し、管理を行うこと。
・ 農村環境保全活動に取り組む団体との意見交換会の実施等によ
り、連携を図ること。
・ 地域における水田を利用した水田貯留機能増進・地下水かん養
を推進していくために下流域と上流域との間での情報交換会の実
施等により、連携を図ること。

′学校教育等との連携
・ 農村環境保全活動の啓発等のために、テーマに応じた出前講座
や体験の場の提供等により、小中学校、高等学校、幼稚園等と連
携を図ること。

′行政機関等との連携
・ 市町村が田園環境整備マスタープランを策定（変更）する際に、
地域における生息生物、水質等の各テーマに関する情報を提供し
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たり、内容について意見を述べること。また、地域での取組等を
マスタープランに位置付ける等の連携強化を図ること。
・ 市町村等が作成する広報誌について、地域における生息生物・
景観等についての情報を提供したり、地域の取組実績等を投稿す
ること。

③地域内の規制等の取り決めに関する取組内容
′地域内の規制等の取り決め
・ 農村環境保全活動を推進していくために、規制（ルール、約束
事等）について、地域の合意の下で取り決めること。

３ 多面的機能の増進を図る活動

活動項目 取組 取組の説明
多面的機能 活動要件 任意の取組とし、実施する場合は、取組内容を選択した上で、毎
の増進を図 年度実施するとともに、広報活動を毎年度実施する。
る活動 52 遊休農地の有効活 ・ 地域内外からの営農者の確保、地域住民による活用、企業と連

用 携した特産物の作付等、遊休農地の有効活用のための活動を行う
こと。

53 農地周りの環境改 ・ 鳥獣被害防止のための対策施設の設置や農地周りの藪等の伐
善活動の強化 採、農地への侵入竹等の防止等、農地利用や地域環境の改善のた

めの活動を行うこと。
54 地域住民による直 ・ 農業者・地域住民が直接参加した施設の補修や環境保全施設の

営施工 設置、そのための技術習得等、地域住民が参加した直営施工によ
る活動を行うこと。

55 防災・減災力の強 ・ 水田やため池の雨水貯留機能の活用、危険ため池の管理体制の
化 整備・強化等、地域が一体となった防災・減災力の強化のための

活動を行うこと。
56 農村環境保全活動 ・ 農地等の環境資源としての役割を活かした、景観の形成、生態

の幅広い展開 系の保全・再生等、農村環境の良好な保全に向けた幅広い活動を
行うこと（地域資源の質的向上を図る共同活動において取り組ま
れる農村環境保全活動に加えて、１テーマを選択し農村環境保全
活動を実施する対象組織及び４に定める活動を実施する対象組織
が対象）。

57 医療・福祉との連 ・ 地域の医療・福祉施設等と連携した、農村環境保全活動への参
携 画や農業体験等を通じた交流活動等、地域と医療・福祉施設等と

の連携を強化する活動を行うこと。
58 農村文化の伝承を ・ 農村特有の景観や文化を形成してきた伝統的な農業技術、農業

通じた農村コミュ に由来する行事の継承等、文化の伝承を通じた農村コミュニティ
ニティの強化 の強化に資する活動を行うこと。

59 都道府県、市町村 ・ 都道府県が策定した地域活動指針において、地域の多様な実態
が特に認める活動 を踏まえて追加した取組について、活動を行うこと。

60 広報活動 【必須要件】 H29以降の新規、終了に伴う再認定地区。ただし、中
山間農業地域及び山間農業地域と８法（特農、山村、過疎、半島、
離島、沖縄、奄美、小笠原）地域は、任意とする。
・ 多面的機能支払交付金の活動に対する多様な主体の参画を促進
するために、パンフレット、機関誌等の作成・頒布、看板の設置、
インターネットのホームページの開設・更新等の活動を行うこ
と。

４ 多面的機能の増進を図る活動における「農村環境保全活動の幅広い展開」の対象組織
３における「農村環境保全活動の幅広い展開」の対象組織は、地域資源の質的向上を図る

活動要件 共同活動において取り組まれる農村環境保全活動に加えて、当該農村環境保全活動とは異な
る１テーマ以上の農村環境保全活動を選択及び実施する対象組織、又は以下の高度な保全活
動を実施する対象組織とする。

高度な保全活動
（１）農業用水の保全
ア 循環かんがいによる水質保全
′循環かんがい施設の保全等
・ 循環かんがいにより地域の河川、湖沼等の水質改善を図るために、ポンプの分解点検清掃及び
循環池のゴミ・土砂の除去を行うこと。また、定期的に水質調査を行い、周辺水域への負荷の軽
減効果を確認すること。

イ 浄化水路による水質保全
′水路への木炭等の設置
・ 農業用排水の水質改善を図るために、水路又はため池に水質浄化施設（木炭・れき・織布等の
接触材、ヨシやガマ等の水質浄化植物等）を設置し、浄化施設の適正な維持管理（施設の清掃、
植物の刈り取り）を行うこと。また、定期的に水質調査を行い、水質を確認すること。なお、植
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栽等にあたっては、必要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意
すること。

ウ 地下水かん養
′冬期湛水等のためのポンプ設置
・ 農業用水源としての地域の地下水をかん養するために、ポンプを設置し、かんがい・防除等の
営農目的以外で、計画に基づいた水田への湛水を行うこと。

エ 持続的な水管理
′末端ゲート・バルブの自動化等
・ 管理の粗放化による溢水や水資源の逼迫等の地域の水管理に関する問題を改善するため、末端
ゲート・バルブの自動化等を行うこと。

′給水栓・取水口の自動化等
・ 管理の粗放化による水資源の逼迫や閉鎖水域の水質悪化等の地域の水環境に関する問題を改善
するため、給水栓・取水口の自動化等を行うこと。

（２）農地の保全
ア 土壌流出防止
′グリーンベルト等の設置
・ 農地等からの土壌流出を防止するために、農地周辺の水路沿い等にグリーンベルト（緑地帯）
等（畦畔、木柵等含む）を設置し、適正な維持管理を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必
要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意すること。

′防風林の設置
・ 活動計画書に位置付けた農地において、農地等からの砂塵飛散を防止するために、農地に隣接
する防風林を設置し、枝払いや草刈り、除草等の適正な維持管理を行うこと。

（３）地域環境の保全
ア 生物多様性の回復
′水田魚道の設置
・ 地域における保全対象となる生物（魚類）やそれを捕食する猛禽類等の生息環境の確保のため
に、対象となる魚類の遡上が可能となるよう水田と排水路の間等に適切な小規模魚道を設置し、
適正な維持管理を行うこと。また、保全対象となる魚類等の生息状況について適切にモニタリン
グ調査を行うこと。

′水路魚道の設置
・ 地域における対象となる生物（魚類）やそれを捕食する猛禽類等の生息環境の確保のために、
対象となる魚類の遡上が可能となるよう水路に適切な魚道を設置し、適正な維持管理を行うこと。
また、保全対象となる魚類等の生息状況について適切にモニタリング調査を行うこと。

′生息環境向上施設の設置
・ 地域における対象となる生物（魚類等）やそれを捕食する猛禽類等の生息環境の確保のために、
水路、遊休農地等にワンド、ビオトープ、石積み・多孔コンクリート護岸等を設置し、適正な維
持管理を行うこと。また、保全対象となる生物の生息状況について適切にモニタリング調査を行
うこと。

′生物の移動経路の確保
・ 地域における保全対象となる生物の移動経路の確保のために、対象となる野生生物を特定した
上で、道路や水路を横断しやすくするような施設（水路蓋、農道下の暗渠等）を設置し、適正な
維持管理を行うこと。また、保全対象となる生物の移動経路が確保されていることについて適切
にモニタリング調査を行うこと。

イ 水環境の回復
′水環境回復のための節水かんがいの導入

・ 排水の再利用等により、かんがい用水の取水量を節減し、地域の水環境の回復を図るために、
排水の再利用が可能となるようポンプ等を設置し、計画に基づいた通水を行うこと。

ウ 持続的な畦畔管理
′カバープランツ（地被植物）の設置

・ 管理の粗放化による病虫害の増加、法面浸食、景観の悪化等を防止するために、カバープラン
ツを設置し、適正な維持管理を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識者の指
導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意すること。

′法面への小段（犬走り）の設置
・ 管理の粗放化による病虫害の増加や、景観の悪化等を防止するために、法面へ小段を設置する
こと。

（４）専門家の指導
′専門家による技術的指導の実施

・ 対象活動に関する専門的な知見又は技能を有している者の指導や助言を受け対象活動に取り組
むこと。また、指導内容及びその反映状況を記録すること。
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（別紙３）要約版

秋田県 地域活動指針及び同指針に基づく要件
【資源向上活動（施設の長寿命化のための活動）】

第１ 地域活動指針及び同指針に基づく要件
１ 実践活動

活動項目
施設区分・取組 取組の説明

実 原則として工事１件当たり２百万円未満とする。また、都道府県知事が策定
践 活動要件 する基本方針に基づき、対象組織が工事１件当たり２百万円以上の活動を実施
活 する場合、都道府県又は推進組織が当該活動について技術的指導を行う。
動 水 61 水路の補修 ① 水路本体

路 ′水路の破損部分の補修（

・ ひび割れや部分的な欠損、側壁の倒壊など、水路の一部区間が破損してい
開 る場合、破損状況に応じた工法による補修等の対策を行うこと。
水 ′水路の老朽化部分の補修
路 ・ 目地の劣化やコンクリート表面の磨耗、ひび割れ、はく離など、水路の一
・ 部区間が老朽化している場合、老朽化の状況に応じた工法による補修等の対
パ 策を行うこと。
イ ′水路側壁の嵩上げ
プ ・ 水路敷きの不同沈下により溢水するといった通水機能に支障が生じている
ラ 場合、水路側壁を嵩上げすることによる対策を行うこと。
イ ′Ｕ字フリューム等既設水路の再布設
ン ・ 水路敷きの不同沈下により溢水や漏水、あるいは、土砂の堆積など、通水）

機能に支障が生じている場合、Ｕ字フリューム等既設水路の再布設による対
策を行うこと。

② 附帯施設
′集水桝、分水桝の補修
・ 集水桝、分水桝の破損箇所や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′ゲート、ポンプの補修
・ ゲート、ポンプの破損や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′安全施設の補修
・ 水路内への侵入や転落を防止するフェンスなど安全施設の破損箇所や老朽
化した箇所の補修等の対策を行うこと。

62 水路の更新等 ① 水路本体
′素堀り水路からコンクリート水路への更新
・ 水路法面の崩壊や土砂の堆積等による通水機能の喪失や、清掃や泥上げな
どの日常管理が困難な場合、コンクリート製の水路に更新するなどの対策を
行うこと。

′水路の更新
・ 水路の一部区間において老朽化や不同沈下等による通水機能への支障が生
じている場合、水路の当該区間の更新による対策を行うこと。

② 附帯施設
′ゲート、ポンプの更新
・ 老朽化等により機能に支障が生じているゲート、ポンプ更新等の対策を行
うこと。

′安全施設の設置
・ 水路内への転落防止や危険区域内への立入り防止等のために、新たに安全
施設を設置することによる対策を行うこと。

農 63 農道の補修 ① 農道本体
道 ′農道路肩、農道法面の補修

・ 農道路肩、農道法面に侵食や土砂の崩壊などが生じている場合、当該箇所
の状況に応じた工法による補修等の対策を行うこと。

′舗装の打換え（一部）
・ 老朽化等により農道の舗装路面の凹凸、轍、ひび割れ等がみられた場合、
その一部を撤去するなどした後、新たに舗装するなどの対策を行うこと。

② 附帯施設
′農道側溝の補修
・ ひび割れや部分的な欠損、側壁の倒壊といった破損や目地の劣化、コンク
リート表面の磨耗、ひび割れ、はく離等といった老朽化が生じている場合、
当該箇所の状況に応じた工法による補修等の対策を行うこと。

64 農道の更新等 ① 農道本体
′未舗装農道を舗装（砂利、コンクリート、アスファルト）
・ 未舗装農道において、農道の維持管理等に支障が生じている場合、新たに
路面を舗装することによる対策を行うこと。

② 附帯施設
′側溝蓋の設置
・ 農道において、側溝に蓋がないために車輌通行時に脱輪したり、農業機械
の移動や作業等に伴って側溝を傷付けるなどの恐れがある場合、当該箇所に
新たな蓋を設置することにより対策を行うこと。
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′土側溝をコンクリート側溝に更新
・ 土側溝において、側溝法面の崩壊や土砂の堆積等による通水機能の喪失や、
清掃や泥上げなどの日常管理が困難な場合、コンクリート製の側溝に更新す
るなどの対策を行うこと。

た 65 ため池の補修 ① ため池本体
め ′洗堀箇所の補修
池 ・ ため池において、堤体が洗掘されている場合、土のうを積んで補修する等

の対策を行うこと。
′漏水箇所の補修
・ ため池において、老朽化等による堤体からの漏水等がみられた場合、遮水
シートを設置する等の対策を行うこと。

② 附帯施設
′取水施設の補修
・ ため池の竪樋、底樋、斜樋などの取水施設の破損や老朽化した箇所の補修
等の対策を行うこと。

′洪水吐の補修
・ ため池の洪水吐の破損や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。
′安全施設の補修
・ 転落防止や危険区域内への立入り防止等のために設置されている安全施設
の破損や老朽化した箇所の補修等の対策を行うこと。

66 ため池(附帯施 ′ゲート、バルブの更新
設）の更新等 ・ 老朽化等により機能に支障が生じているため池のゲート、バルブの更新等

の対策を行うこと。
′安全施設の設置
・ ため池への転落防止や危険区域内への立入り防止等のために、新たに安全
施設を設置することによる対策を行うこと。

-24-



-25-



-26-



-27-



-28-



-29-



-30-



-31-



-32-



-33-

秋田県は令和２年度から

秋田県は令和2年度から



-34-

秋田県は令和２年度から

秋田県は令和２年度から



-35-



-36-



-37-



-38-



『多面的機能支払交付金』における県統一事項について

令和 元年 ８月 １日
農 山 村 振 興 課

Ⅰ『多面的機能支払交付金』に係る基本的な事項
本制度については、次の点を思考の主軸に据えた上で、その活用に関して活動組織（広

域活動組織を含む）内で十分に検討して合意を得ることを基本とする。

＜郷土を慈しむ気持ちの継続＞
１．これまで地域共同で賦役的な仕組みによって行われてきた、農業水路等に係る保全
管理等に対して、諸処の状況変化（土地持ち非農家の増加等）から公費が投入され部
分的にその負担を支援できる制度が創設されたものであり、住民総出で助け合い協力
し合って維持してきた麗しい背景を風化させることがない様に留意して頂きたい。

＜県民の理解＞
２．地域の農業者を中心に地域住民等の参加を得ながらも、全額公費であることを十分
に認識して、周りの一般県民に疑義を抱かせる、又は対外的な説明に窮する様な活用
を行わない様に呉々も留意して頂きたい。

＜地域の主体性の尊重＞
３．本交付金の要綱・要領等や上記の事項に反しない限り、その地域特有の状況を考慮
しながら創意工夫による独自の取り組みも可能である。

Ⅱ『多面的機能支払交付金』の支援対象とならない事項
１．土地改良区が保全管理すると定めている農業水路施設等や、国営造成施設等管理体
制整備促進事業等の他の補助金または交付金を受けて保全管理している農業水路施設
等。

２．国・県道や河川等の管理者が決まっている施設の管理は、その管理者が行うことが
前提である。ただし、事前に管理者の了解を得た上で、法面の草刈り等、地域の病害
虫の発生低減のために必要となる活動等については、支援対象としても差し支えない
ものとする。

３．酒席に係る経費は厳禁。

Ⅲ『多面的機能支払交付金』の使途に係る金額の目安
１．作業賃金
１）多面的機能支払の支援単価算定根拠は、国・地方・農業者等が同等の役割を分担
することと定めている（国：地方：農業者＝１：１：１）ことから、これを念頭に
単価の目安を定める。ただし、これまで地域の実情で実施してきた単価で実施して
もかまわない。（農業委員会等で規定されている作業賃金を参考にしても良い）

【目安単価の考え方】
①労賃の基準単価は「秋田県農林水産部実施単価表（Ｈ３１時点）」を採用。
（資源向上活動の長寿命化の地元負担の労働提供における換算単価が実施単価採用）
②草刈り、泥上げ、敷き砂利、施設の補修等の重労働作業は普通作業員単価。
③会議、研修、上記以外の活動等の軽作業は軽作業員単価。

【目安単価の算定根拠】
普通作業員：１７,７００円／日、軽作業員：１４,３００円／日
上記②の時間単価
１７,７００×（２〔国、地方〕／３〔国、地方、農業者〕）／８時間

＝１,４７５円
上記③の時間単価
１４,３００×（２〔国、地方〕／３〔国、地方、農業者〕）／８時間

＝１，１９１円
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※この単価には、草刈り機、重機等の機械損料及び燃料代は含まない。また、単価
を複数設定することを義務づけるものではない。

２）重機等の運転に係るものは、地域の建設会社等に参考見積もり等によること。
２．旅費等
１）原則、公共交通機関の実費とする。（グリーン料金は対象外。）なお、公共交通機
関によらない場合はその必要性等を整理しておくこと。

２）先進地研修での県外宿泊費は、当該市町村の旅費規程等を準用すること。また、
この場合最小限の人数にとどめること。

３．弁当等
日当を支給した場合は、弁当の代金は支給対象としないこと。

注）上記はあくまでも目安であり、各活動組織の単価についてはそれぞれの総会において
定めて頂きますが、抽出検査や経理事務指導において、一定の限度を超える場合につい
ては今後是正する様に指導することもあり得ます。

Ⅳ『多面的機能支払交付金』の使途に係る留意点
１．共同活動の対象活動期間について

農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金については、事業計画が認定された年
度の４月１日からの共同活動に充当が可能。ただし、活動記録、領収書等を整理して
おくこと。
※組織の設立に係る経費（規約、協定書等の作成事務費等）は対象外。

２．農地維持支払について
１）面積割・延長割による個人への交付金支払いについては認めない。
２）活動組織の合意により一定期間内に個々が活動することも可能。ただし、あくま
で活動組織で共同活動することとした農用地、施設が対象である。

３．総会（運営委員会）開催時の経費
総会（運営委員会）は構成員の意思表示の場であることに鑑み、自発的に出席すべ

きであり、交付金から日当や旅費等を支出しないこと。
４．役員報酬

すべての作業については時間給として支払うこととし（事務や会計の実務等）、役員
報酬の支出は認めない。

５．茶菓子代
茶菓子代の支出は必要最小限にとどめること。

６．活動に係る保険の加入について
各種活動については、必ずイベント保険等へ加入すること。

７．資源向上活動の「共同活動」と「長寿命化」への取組の考え方について
１）共同活動

診断結果に基づく補修・補強が対象。
２）長寿命化

水路・農道・ため池等の更新等が対象。
８．災害時の対応について

大雨等による災害が発生した場合に本制度での応急措置等を行う場合は、市町村の
災害担当部局の判断を仰ぐこと。（災害復旧事業の採択に影響があるため）

９．土地改良区等との事務委託について
１）土地改良区が「多面的機能支払交付金」に取り組む場合の留意事項について（平
成２６年２月１７日事務連絡）による。

２）多面的機能支払交付金委託事務実施要綱（令和元年６月３日改定）による。
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　２．経理事務のポイント

● 組織から市町村(協議会)へ実績報告としてに提出しなければならない書類

・実施状況報告書：様式第１－８号

・活動記録：様式第１－６号

・金銭出納簿：様式第１－７号

・写真整理帳

・通帳の写し

・その他市町村が必要とする書類

上記の提出書類の作成のために

日常の活動を記録・管理する、下記の｢３点セット｣が必要となります。

① 作業日報

② 写真

③ 領収書

この「３点セット」が、実績報告の際に提出する実施状況報告書等の

根拠資料となります。この３つをしっかり揃えるようにしましょう。

注〉多面的機能支払に関する書類は、５年間保存しなければなりません。

　　 提出後も整理・保存を忘れずに。

　　◆注意事項◆

①作業日報(支出の有無にかかわらず、必須の活動に関しては作成のこと)

点検・機能診断、計画策定、実践活動の必須要件(毎年実施しなければならない項目)

　は、必ず実施されていること。(実施状況報告書では必ずチェックされてること)

②写真

取組毎、活動日毎に最低１枚撮影のこと。

　・１日に取組を２項目行った場合は、１項目最低１枚ずつ、つまり最低２枚撮影となる。

  ・地域の合意に基づき、一定期間内で活動を行う際は、１日最低１枚撮影のこと。

　 なお、一定期間での草刈りであれば、草刈り前と草刈り後を比較できるような状況

   写真を各集落１枚程度の撮影すれば良いです。

③領収書

　領収書番号、宛名、品目、内訳等が日報、金銭出納簿等の書類と整合がとれるように。

　金銭の動きをしっかりと管理しましょう。

この３点セットは

実施状況報告書の提出の際、

市町村が確認・審査する書類

06R1・活動・経理のポイント.xlsx　　経理のポイント -42-



３．多面的機能支払に活動に当たっての注意事項等

1 金銭出納簿及び活動記録の日付を整合させること

2 領収書の支出内訳を記載すること。〈領収書、金銭出納簿等、作業日報等に内訳を記載〉

金銭出納簿に記載されている支払の領収書はすべて控えてること。

※①１枚の領収書の中で複数の費目に分かれる場合は．．．

領収書と金銭出納簿で整合がとれていればOKです。

※②領収書には番号を記載し、金銭出納簿や活動記録と関連しているような整理方法

として下さい。

3 総会の開催の際は、出席者の記録と議事録を整理する。

また、総会議決事項は各構成員へ確実に通知すること。

4 点検・機能診断、計画策定は毎年実施しなければならない必須事項。

必ず整理(記録)すること。

5 役員報酬は定額ではなく、実績による時間給で日当支払いとし、作業日報(活動記録)を

作成のこと。

6 高額の資材購入等の場合は、複数（３社以上）から見積もりを徴収し経済的なものを選定

すること。

※｢高額｣の判断は、各市町村で定めている金額を判断基準として下さい。

　 財産として取り扱われる金額を基準とするのが適切と考えられます。

7 活動実施中の事故も想定されるため、必ず傷害保険へ加入すること。

8 台帳の整備　　取得した財産がある場合は台帳を整備しておくこと

9 構成員への日当等の振込について（注意事項）　　※振込を行っている組織に限る

・ 振込先の銀行等から支払った証明を必ずもらうこと

・ 振り込んだ構成員の名簿一覧表と金額の内訳を整理すること。

10 レシートは必ずコピーをとること(日焼け等による印字消失を防ぐため)

11 「切手」は金券となることから、取り扱う際は、使用簿を作成して管理すること

12 通帳から一定金額をおろし、長期間にわたる手持ち現金処理は行わないこと。

※通帳上での金銭の確認が困難となります。

　 理想は、実支払額を適正におろす等の対応が望ましい。

　 上記が困難な場合は、「手持ち現金用出納簿」を別に作成し、管理して下さい。

→ つまり誰が見ても、適正に交付金が管理されているとはっきり分かるような管理を。

06R1・活動・経理のポイント.xlsx　注意事項 -43-



13 河川、国・県・市道、JRなど管理者が決められる施設の法面の草刈りについて

基本的に管理者が行うのが大前提。しかし、病害虫の発生など、地域環境に多大な影響を

与える場合等は、対象農地への活動と一体的に実施することは可能。

※ただし活動の実施にあたっては、管理者の了承を得てからの活動とされたい。

14 草刈りについて

面積割、延長割による草刈りの日当支払については認めていません。

あくまで活動への従事時間による日当支払いとして下さい。

ただし、畦畔の草刈りを一定期間内で個別に取り組む等の際は、構成員の合意のもとで、

農地面積あたりの従事時間を決定し、それに基づき支払うことも可能です。

(活動記録、日報の整理は必要)

各所有者それぞれで実施する場合

例えば10aあたりの従事時間を決定。

それに単価を乗じて日当を算出する。

といった日当管理も可能と言うことです。

作業環境(傾斜がきつい)等による時間考慮

を行う場合は組織内で決定すること。

15 神社、公園等の草刈りについては、農用地等の活動対象農地と一体となって保全されること

が多面的機能の維持・発揮に繋がると判断される場合は取り組む事も可能。

16 写真について　同じ写真の活用は不可（例：活動日が違うのに同じ写真を添付）

17 通帳と金銭出納簿の額が一致すること。

注〉経理事務指導等で通帳を確認します。

18 他の事業等と区分して経理が行われていること

資源向上(長寿命化)に取り組んでいる組織や、自治会の会計と本交付金の会計を併任して

いる等の場合、混在させずにしっかりと区分して経理を行いましょう。

19 支出の費目は、日当、購入・リース費、委託費、その他です。

※活動実施の支出において、日当と購入･リース費を分けるようにしてください。

20 領収書の宛名は個人ではなく、組織名となっているか。

21 日当支払いの領収書(参加者名簿等)に参加者の押印又はサインがあるか。

※団体への支払を、団体の代表者等へ一括して行う際は、代表からの領収書と支払額の

　 根拠となるもの(参加者氏名、活動時間、単価など)が必要となります。

22 借入金に関する証拠書類を整理すること。

06R1・活動・経理のポイント.xlsx　注意事項 -44-



23　資源向上（共同）の「多面的機能の増進を図る活動」における祭事等
①使途対象にすることが出来る祭事等について
・「農業」に由来する技術、行事の継承（伝承）を通じた農村コミュニティの強化に資するものである
　こと。
・祭事等を多面的機能支払交付金で実施することになった経緯が、単に従来の実施（負担）団体
　から引き継いだものでないこと。
※「祭事の存続が危ぶまれていたが農村文化を伝承したい」、「昔実施されていたものが復活
　することが出来た」等が対象

②使途対象とすることが出来る費用について
・祭事等の運営・準備を行った構成員への日当等。
・祭事等の運営・準備を行う為の物品・消耗品等の購入費等。
・祭事等の運営・準備を行う為の会場の借用料等。
※祭事等に必要のない神社等に関わる物品・消耗品、会場の修繕等は対象外。

③祭事等を使途対象とした場合の説明資料の作成について
【別紙1】の記載例１，２を参考に、祭事等の目的や多面的機能支払交付金で実施することになった
経緯を活動組織にまとめさせること。（様式任意）
※対外的に説明出来るように、作成した資料は日報等と併せて説明資料として保管

24　土地改良区の役割
○土地改良区の負担軽減につながるものであるから、取組を積極的に支援頂きたい。
○土地改良区が担う土地改良施設の維持管理と密接に関係することから、活動組織と連携して
　取り組むことが適切と考える。
○施設の管理者として組織に参画するほか、専門的な技術力や知見を生かした技術指導、事務
　等を支援するよう努めて頂きたい。

（１）組織の設立等に関して
  ①土地改良区が単独で組織になることはできない。
　②土地改良区が組織の構成員になることはできる。
　③土地改良区の範囲が一つの組織、または、広域活動組織になるよう働きかける。
　④土地改良区の管理施設の維持や更新のための、各種事業を詳細に検討する。
　⑤土地改良区の管理施設を組織の活動の対象施設にする場合は、組織との協議、
定款変更等を行う。

（２）組織からの事務受託について
　①土地改良区が積極的に事務を受けることを薦める。
　②数組織をまとめて広域活動組織（200ha以上）になると、事務を個別に行うよりも事務量が
低減される場合がある。

25　活動の継続に向けた事務支援等について
活動組織が、引き続き活動を継続して取り組むことができるよう、市町村及び秋田県多面的機能
支援協議会と連携し、組織の広域化や外部委託により事務支援を推進。【別紙２】

ア　組織の広域化
・ 事務負担の軽減や交付金の効率的な活用等を図るため、地域の実情等を考慮しながら、
集落・土地改良区・水系単位で組織を広域化。

イ　外部への事務委託
・ 土地改良区エリア内の組織に対して、土地改良区へ事務委託。
・ 土地改良区エリア外の組織や、エリア内であっても土地改良区が事務受託困難な場合、
コンサルタント等へ外部委託。
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【別紙１】祭事等についての整理表

○○組織

①
日付 令和○○年○○月○○日

祭事名 ○○祭り

目的 五穀豊穣を祈願する祭事

祭事の運営、準備を行った構成員への日当
祭事の運営・準備を行う為の物品・消耗品等の購入費等　※購入した物が細かく記載されたレシート必要

祭事の運営・準備を行う為の会場の借用料等。　

②

日付 令和○○年○○月○○日

祭事名 ○○収穫祭

目的 農作物の収穫祭

収穫祭の運営、準備を行った構成員への日当
収穫祭の運営・準備を行う為の物品・消耗品等の購入費等 ※購入した物が細かく記載されたレシート必要

収穫祭の運営・準備を行う為の会場の借用料等。　

多面的機能支払交付金で実施することになった経緯

○○組織

①
日付 令和○○年○○月○○日

祭事名 地域の伝統芸能「○○田植え」

目的 田植えに関する伝統芸能

伝統芸能披露にあたり、スタッフ業務を行った構成員の日当

伝統芸能の練習での講師への日当、参加した子供への図書券購入費

伝統芸能の実施に必要な購入品（手ぬぐい、○○等）

多面的機能支払交付金で実施することになった経緯

～記載例１～

～記載例２～

支出内容

支出内容

　農村コミュニティ強化を図る為に、①○○祭りと②○○収穫祭については、地域で昔
から続いている祭事だが、地域住民の人口減少、農業者の減少等により地域で続け
ていくことが困難な状況になっていた為、地域からの強い要望もありこの事業で引き
継いでいくこととなった。

支出内容

　農村コミュニティ強化を図る為に、①地域の伝統芸能「○○田植え」ついては、○○
年前から披露されていたが、近年は地域住民の人口減少、農業者の減少等により活
動が途絶えていた。しかしながら、地域からの強い要望もありこの事業で復活させるこ
ととなった。
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③外部委託
土地改良区エリア外や、エリア内であっても土地改
良区での事務委託が困難な組織について、土地連等
への外部委託を検討する。
□委託項目 
 作業日報、支払調書、金銭出納簿、
 実施状況報告書、写真整理表、活動記録

①組織の広域化
事務負担の軽減や交付金の効
率的な活用等を図るため、地
域の実情等を考慮しながら、
集落・土地改良区・水系単位
での組織の広域化を進める。

②事務委託
土地改良区エリア内の
活動組織に対しては、
これまで通り、土地改
良区への事務受託を進
める。

活動組織凡
例
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令和元年４月

日頃より、農業・農村の多面的機能の維持・発揮のための共同
活動に取り組みいただき、ありがとうございます。

　　このしおりでは、活動組織が組織を円滑に運営していく
　ために守っていただきたい３つのポイントを説明しています。

　この３つのポイントを守って、地域協働の力を確かなもの

農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室　

秋田県農林水産部農山村振興課

１　　構成員の合意形成をしっかり行う

２　　役員が行う事務はお互いに確認し合う

３ 　日当は活動参加者本人に支払い、受領を確認

多面的機能支払交付金

円滑な組織運営のためのポイント   
        ～みんなの合意形成が大事です～

積極的な活動の情報発信
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（１）活動組織での合意形成（総会等）

役員間で話し合い、総会等の議事、日時等を決めます。

・役員は総会等にはかる事項の資料作成を行います。

構成員全員に総会等の開催を事前に書面でお知らせします。

・欠席者からは委任状をもらいます。

・構成員に団体が含まれる場合は、団体内の意思決定を行います。

総会等を開催します（毎年度１回以上）

・毎年度の活動計画
・毎年度の実施状況報告
・収支決算
・その他組織の運営に関する
　重要な事項 　　　

成立には構成員の　　

過半数の出席が必要

説明と質疑応答

総会等で決まったことなどを議事録（メモ）にまとめます。
・日時、場所、出席者数、議案、決定事項　など

決定事項は説明資料とともに書面で構成員全員及び構成
団体内に配布又は回覧し、確実にお知らせします。
・欠席者にも必ずお知らせしましょう。

活動に対する理解が得られ、円滑な組織運営が可能に

トラブル発生

最悪の場合

交付金の返還に

なるケースも･･･

もし合意形成が

不十分だったら･･･

議　決

総会の
議事録

○
月
○
日
の

総
会
に
つ
い
て

・議
事
録

・合
意
内
容

○
月
○
日
の

総
会
に
つ
い
て

・議
事

・出
欠

話し合い

不透明な運営

不正や揉めごと
　の発生など

2
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（２）広域活動組織での合意形成（運営委員会＋参加集落等の合意形成）

集落の役員で合意形成を図る事項、開催日時等を

決めます。・説明資料の作成も行います。

合意形成の場（会合）を開催します（毎年度１回以上）

・集落での毎年度の実施計画

・集落での毎年度の活動報告

・その他組織の運営に関する

　重要な事項 

過半数の
出席

合意事項などを議事録（メモ）にまとめます。
・日時、場所、出席者数、議案、合意事項など

・合意事項と資料は書面で集落の構成員全員に配布
　又は回覧でお知らせします。
・広域協定運営委員会に議事録と資料を提出します。

広域協定運営委員会で決まった内容は書面で集落の

構成員全員に配布又は回覧します。

決　定

○
月
○
日
の

会
合
に
つ
い
て

・議
事

・出
欠

話し合い

運営委員会は、集落等に

おける合意形成が確実に

図られたか確認します。

Ａ集落

※集落の取り決めに従って合意形成を

行います。

活動に対する理解が得られ、円滑な組織運営が可能に

説明と質疑応答

トラブル発生 最悪の場合

交付金の

返還になる

ケースも･･･

左
と
同
じ

左
と
同
じ

広域協定運営委員会（各集落、活動組織、団体の代表者で構成）
・全体の活動計画、実施状況、収支決算、会計監査報告、役員の改選や規則の改正

などを話し合い、議決します。

集落の構成員全員に合意形成のための会合を行う

ことをお知らせします

○
月
○
日
の

委
員
会
に
つ
い
て

・合
意
内
容

Ｂ集落 Ｃ組織

議事録

運営委員会で決まった

ことは、議事録にまと

め書面で各集落等に通

知するとともに、各集

落等内の全員へ周知を

依頼します。

集落等は合意された実施

計画や活動報告を、議事

録とともに運営委員会に

提出します。

もし合意形成が

不十分だったら･･･
不透明な運営

不正や揉めごと
　の発生など 3
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こんなことを

招くかも・・・

・帳簿や証拠書類

　の未処理、紛失

・交付金の私的な　

　流用

・業者からの金品　

　の受領

最悪の場合

交付金の返還、　

刑事罰を受ける

ケースも･･･

役員が行う事務を

互いに確認するこ

とにより、適切な

運営が可能に　　　　

会計役

代表他の　
役員の　
関与なし

監査役
の不在

金銭出納簿

金銭出納簿

領収書
日当受領証 現金

通帳 工事発注

役員一人で管理・処理

印鑑

金銭出納簿

金銭出納簿

領収書
日当受領証

現金

通帳

工事発注

会計 代表

確認・決裁確認

役員

報
告

複数の役員で管理・処理

印鑑

監査役

監
査

悪い

良い

4
※ため池等の施設の点検、草刈り等について、地域の自主的な判断により組織で担いきれない作業を
　外部に委託して行うことも可能です。委託先や委託料などは複数の役員で確認してください。
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○日当の取扱いについては、活動組織等の構成員間で十分な合意形成を図り
　ましょう。
○草刈りや泥上げ、補修作業などの労力提供の対価として日当を支払う場合は、
　活動に参加した本人に支払い、受領を確認しましょう。

参加者ごとの活動日、活動内容、時間等と
支払額を一覧表にし、参加者本人から受領
印又はサインと受領日を記入してもらい、
管理しましょう。※

一覧表の例

代表者が一括して受け取る場合も、一覧表
に参加者本人から受領印・サインを記入し
てもらい、これを（広域）活動組織に提出
しましょう。※

（広域）活動組織

構成団体や集落の
代表者

日当支払

日当の取扱いについて、活動組織等の構成員間で合意形成
（ポイント  １  の場の活用）

３　日当は活動参加者本人に支払い受領を確認しましょう

日当の受領確認 代表者が一括して受け取る場合

※金融機関への振込により支払う場合、　　
　振込受領書によって代えることもできます。

日当の受領を

確認します

対象活動の日当

合意形成や本人へ

の支払いが不十分

だったら･･･

最悪の場合

交付金の返還に

なるケースも･･･

トラブル発生

・不透明な日当の扱い

・日当の目的外使用
・揉めごとの発生など

活動に対する理解が得られ、円滑な組織運営が可能に

日当は参加者本人

に支払います

一覧表に

受領印・サイン

一覧表の提出
日当をまとめて

支払い

5
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※広報活動は、平成29年度から新規又は再認定組織おいて資源向上支払交付金の「多面的機能の増進を図る活動」に取り組む場合は必須

○組織の情報や活動内容を広報誌やSNSなどを活用して組織構成員や地域住　
　民等へ情報発信を行いましょう。
○組織の情報発信は、構成員の積極的な取組への参加や組織内の合意形成に　
　繋がります。また、非農業者団体等の新たな参画や都市農村交流活動等へ
　取組の幅を広げるきっかけにもなります。
○情報を発信する相手や目的に合わせた効果的な発信方法を考えましょう。

　　　　　活動を地域内外の人へ情報発信しましょう

構成員や地域住民向け

ホームページ、
ＳＮＳ、
広報誌など

活動内容の発表会、
イベント開催時の
パネル展示など

○活動組織の構成員自身の理解向上
○地域住民等の活動に対する関心・理解醸成

活動に参加してくれ
る人が増えたなぁ

広報誌・SNS等での情報発信

組織構成員 地域住民等

役立ち情報

【効果的な情報発信】
地域外の幅広い範囲の人向け

【広報活動の成果】

広報誌・地域情報紙
・SNSなど
※自ら情報発信

市町村・都道府県や国のHP・　

メルマガへの投稿など

※あいのりして情報発信

広報活動を行った組織の
約30％の組織で構成員や
活動の参加者が増加！
約５７％の組織で達成感を
感じるようになった！
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      管内説明会資料
      令和 元年 ８月

※当該資料は、活動組織内における、安全管理に係る啓発活動のみの使用としてください。
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多面的機能支払事故報告フロー

多面的機能支払活動現場
・点検などの見回り中
・草刈り、泥上げ作業
・補修作業や植栽活動など

組織の役員

構成員

市町村担当者

県地域振興局担当者

県農山村振興課

農林水産省東北農政局

消防

警察

労働基準
監督署

必
要
に
応
じ
て

・事故の概要を報告

・事故の概要を報告

・事故報告書を作成・提出

・事故報告書を確認

・事故報告書を提出

・事故発生の第一報は
　電話でも構いませんの
　で速やかに連絡をお願
　いします。

・人命を優先してください。　

・事故報告書の内容によ
　り詳細について確認する
　場合があります。ご協力
　願います。

・事故の概要
　１.被災者の氏名・年齢
　２.被災の程度
　３.被災した状況、日時
活動、場所
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【別紙】

名前

性別

年齢

救急車要請

警察署届出

請負者

マスコミ取材等

事故報告様式（活動組織用） 【第   報】

組織名

対象施設

活動内容

被災場所

被災日時

保険加入

事故の状況

事故の発生要因

被
災
者
情
報

事
故
後
の
措
置
状
況
等

男 女

歳

令和  年  月  日（  ）曜日   時   分頃

有 無

農地    水路    農道    ため池

有 無

有 無

有 無

有 無
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令和元年７月２２日

各市町村多面的機能支払所管課長 様

秋田県農林水産部農山村振興課長

（公 印 省 略）

多面的機能支払交付金に係る活動における安全管理の徹底について

（草刈事故注意報発令）

多面的機能支払交付金に係る活動については、安全面に細心の注意を払いながら取り組ん

でいることと思いますが、令和元年 7 月 20 日に北秋田管内において、草刈中の死亡事故
が発生してしまいました。

今年度 4 件目(死亡 1 件)となり、事態を深刻に受け止め、類似した事故が今後も発生す
ることも考えられることから「草刈事故注意報」を発令しますので、下記留意点について、

更なる安全管理の徹底と傷害保険への加入促進について、改めて活動組織に対して指導を徹

底していただくようお願いいたします。

また、東北管内においても、活動の活発化に伴い、草刈中の事故が多発しており、東北農

政局多面的機能支払推進室長から、「共同活動の安全のしおり」に示されている「草刈作業

中の留意点」の周知徹底を指導されているところですので、併せてお願いいたします。

なお、今回の対応は、緊急に各活動組織まで周知いただいたことを確認するため、対応後

は、各地域振興局担当に、周知完了報告をお願いいたします。

記

【草刈作業中の留意点】

① 防護の徹底（ヘルメット、防護メガネ、手袋の着用）

② 障害物の除去等（事前に草刈り範囲の空き缶、石、木片の有無確認、除去）

③ 草刈り機の点検・整備

④ 草刈り機の安全な使用（安全な使用方法を習得した者が行うなど）

⑤ 作業間隔の確保（作業間隔は１５ｍほどを確保）

⑥ 休憩の確保（熱中症の対策も含め）

⑦ 草刈り作業者への合図

【参考】

・共同活動の安全のしおり

担当

地域環境保全班 鈴木、佐々木

電話 018-860-1853
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